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（様式第１）
年度評価 評価の概要方式

１．評価対象に関する事項
法人名 独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構
評価対象事業 年度評価 平成２６年度
年度 中期目標期間 平成２３～２６年度

２．評価の実施者に関する事項
主務大臣 防衛大臣
法人所管部局 地方協力局 担当課、責任者 労務管理課、課長 二又 知彦
評価点検部局 大臣官房 担当課、責任者 企画評価課、課長 萬浪 学

３．評価の実施に関する事項
機構の実情を踏まえた評価に資するため、理事長ほか役員ヒアリングを以下のとおり実施した。
・実施日：平成２７年８月１２日（水）
・場 所：役員会議室
・相手方：理事長 枡田一彦、理事 森 佳美、理事 瀬尾勝成、監事 山口洋子、監事 東海林伸興 ほか
・聴取者：地方協力局付・技術研究本部副本部長 佐竹 基

地方協力局労務管理課：課長 二又知彦、安全衛生室長 根本邦義、企画官 玉榮一邦 ほか

４．その他評価に関する重要事項
なし
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年度評価 総合評定様式

１．全体の評定
評定 Ｂ：全体としておおむね所期の目標を達成 （参考）中期目標期間における過年度の総合評定の状況
（S、A、B、C、D） していると認められる。 ２３年度 ２４年度 ２５年度

全体として年 全体として問 全体として適

度計画に沿っ 題なく適正な 正な業務運営

て的確に業務 業務運営が行 が行われてい

が実施されて われている。 る。

いる。

評定に至った理由 項目別評定は１９項目全てがＢ評定であり、また、全体評定を引き下げる事象もなかったため、Ｂ評定とした。

２．法人全体に対する評価
法人全体の評価 特に重大な業務運営上の課題は検出されておらず、全体として順調な組織運営が行われていると評価する。

全体の評定を行う上 近畿中部防衛局管内に新たに経ヶ岬通信所が設置され、米側から同通信所に勤務する駐留軍等労働者を雇用する
で特に考慮すべき事 よう労務要求があり、機構としては、同局管内に支部等の出先機関がないことから、現地に臨時募集窓口を設置
項 し募集を行うなど、米側の要求に迅速に対応した。

３．項目別評価における主要な課題、改善事項など
項目別評定で指摘し ・契約の適正化の推進に向けて引き続き検討（一者応札・応募の改善等）
た課題、改善事項 ・機構運営関係費に係る目標抑制率の達成とそのための予算管理

・メディアを活用した駐留軍等労働者の募集施策についての効果の検証・見直し
その他改善事項 なし

主務大臣による監督 なし
命令を検討すべき事
項

４．その他事項
監事等からの意見 特になし

その他特記事項 なし
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年度評価 項目別評定総括表様式

中期計画 年度評価 中期計画 年度評価
（中期目標） 項目別 （中期目標） 項 目 別

２３ ２４ ２５ ２６ 調書№ 備考 ２３ ２４ ２５ ２６ 調書№ 備考
年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

Ⅰ．業務運営の効率化に関する事項 Ⅱ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項
業務の効率化・要 (Ａ) (Ａ) (Ａ) Ｂ 1-1-1 駐留軍等労働者の (Ａ) (Ａ) (Ａ) Ｂ 2-1

員縮減（人員の削 募集

減状況等） 駐留軍等労働者の (Ａ) (Ａ) (Ａ) Ｂ 2-2-1

業務の効率化・要 (Ａ) (Ａ) (Ａ) Ｂ 1-1-2 福利厚生施策（保

員縮減（業務・シ 健指導等を有効に実

ステム最適化の実施 施するための健康情

） 報や環境の整備）

最適な業務実施体 (Ａ) － (Ａ) Ｂ 1-2

制の検討への参画 駐留軍等労働者の (Ａ) (Ａ) (Ａ) Ｂ 2-2-2

等 福利厚生施策（ア

契約の点検・見直 (Ａ) (Ａ) (Ｂ) Ｂ 1-3 スベストに係る労働

し 者災害補償制度等の

経費の抑制 (Ａ) (Ａ) (Ａ) Ｂ 1-4 周知）

駐留軍等労働者の (Ａ) (Ａ) (Ａ) Ｂ 2-2-3

福利厚生施策（駐

留軍等労働者への子育

て支援）

駐留軍等労働者の (Ａ) (Ａ) (Ａ) Ｂ 2-2-4

福利厚生施策（退

職準備研修の効果的

な実施）

駐留軍等労働者の (Ａ) (Ａ) (Ａ) Ｂ 2-2-5(1)

福利厚生施策（駐

留軍等労働者のメン

タルヘルス対策）

駐留軍等労働者の － － － Ｂ 2-2-5(2)

福利厚生施策（基

地内窓口の設置に係

る具体的な方法等の

調整及び検討）

駐留軍等労働者の (Ａ) (Ａ) (Ａ) Ｂ 2-3

給与その他の勤務

条件等に係る調査
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及び分析並びに改

善案の作成

Ⅲ．財務内容の改善に関する事項
予算、収支計画及 (Ａ) (Ａ) (Ａ) Ｂ 3

び資金計画

Ⅳ．その他の事項
人事に関する計画 (Ａ) (Ａ) (Ａ) Ｂ 4-1-1

(適切な人員配置)

人事に関する計画 (Ａ) (Ａ) (Ａ) Ｂ 4-1-2

（研修計画）

保有資産の見直し (Ａ) (Ａ) (Ｂ) Ｂ 4-2

給与水準の適正化 (Ａ) (Ａ) (Ａ) Ｂ 4-3

等

内部統制の充実・ (Ａ) (Ａ) (Ａ) Ｂ 4-4

強化

※重要度を「高」と設定している項目については各評語の横に「○」を付す。
難易度を「高」と設定している項目については各評語に下線を引く。

※中期目標期間で経年表示する。
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年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式
１．事務及び事業に関する基本情報
１－１－１ 業務の効率化・要員縮減（人員の削減状況等）
当該項目の重要度、難易 － 関連する政策評価・行政 行政事業レビュー番号：26年度-0251
度 事業レビュー

２ ．主要な経年データ
評価対象となる指標 達成目標 基準値 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 （参考情報）

（前中期目標期間 当該年度までの累積
最終年度値） 値等、必要な情報

人員数（人） － 316 310 304 298 291
削減率（％） 前中期目標期間の期末人員 － 2.0% 2.0% 2.0% 2.0% 当該年度までの累積値

数に対して本中期目標期間 8.0%

の各年度平均２％以上削減

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価
業 務 の 一 層 業務の一層の 中 期 計 画 に <主な定量的指標> <主要な業務実績> <評定と根拠 評定 Ｂ

の 効 率 的 か つ 効率的かつ効果 定 め る １ ５ ％ 人員の削減状 平成２２年度末人員数３ > <評定に至った理由>

効 果 的 な 実 施 的な実施を図る を 目 標 と し て 況(平成２２年度 １６人から平成２３年度か 評定：Ｂ 中期目標・中期計画で定める業

を 図 る 観 点 か 観点から、米軍 １ ０ ％ 以 上 の 末を基準とした ら平成２５年度までの３年 本 部 及 び 務の徹底した効率化を行い、前期

ら 、 米 軍 再 編 再編の動向等も 要 員 縮 減 を 実 削減割合) 間にわたる削減数１８人を 支部の人員( 中期目標期間の期末の人員数に対

の 動 向 等 も 踏 踏まえつつ、管 施 す る た め 、 減じた人員数２９８人に対 ポスト)を削 して各年度２％の要員縮減を実施

ま え つ つ 、 業 理部門の簡素化 前 期 中 期 目 標 <その他の指標> し、７人を削減して、人員 減 し 、 年 度 することについて、平成２６年度

務 の 徹 底 し た 、効率的な運営 期間の期末(平 平成２５年１ 数を２９１人とした。これ 計 画 の 目 標 においても駐留軍等労働者の労務

効 率 化 を 行 い 体制の確保、ア 成２２年度末) ２月２４日閣議 により、「独立行政法人駐 である２％( 管理等業務の円滑な業務処理に影

、 前 中 期 目 標 ウトソーシング の人員数(３１ 決定を踏まえた 留軍等労働者労務管理機構 ７名)の人員 響を与えることがないよう留意し

の終期(平成２ の活用等により ６人)に対して 、①本部組織の 年度計画(平成２６年度)」 削 減 を 達 成 つつ、業務の集約化等を行い、２

２年度末)の人 、業務の徹底し 、 中 期 目 標 期 部課の統合、② で掲げている「２％(７人) した。 ％の要員縮減が行われており、目

員 数 に 対 し て た効率化を行い 間 の 各 年 度 を 支部組織のフラ 」の人員削減を達成した。 ま た 、 平 標の水準を満たしていると評価で

、 本 中 期 目 標 、前中期目標の 平 均 し て ２ ％ ット化、③期間 ・企画調整部企画調整課調 成 ２ ７ 年 ７ きることからＢ評定としたもの。

の終期(平成２ 終期(平成２２年 以 上 の 要 員 縮 業務職員の更な 整係の一般職員の削減 月 の 組 織 改 なお、「独立行政法人改革等に

７年度末)まで 度末)の人員数に 減 を 実 施 す る る活用に係る措 ・企画調整部企画調整課企 編 に 向 け 、 関する基本的な方針」に定められ

に １ ５ ％ を 目 対して、本中期 こ と と し て お 置についての検 画室企画専門職の削減 支 部 組 織 を た事項に係る検討・準備について

標 と し て １ ０ 目標の終期(平成 り 、 平 成 ２ ６ 討及び平成２７ ・管理部庶務課庶務・文書 フ ラ ッ ト 化 は、１－２「最適な業務実施体制

％ 以 上 の 要 員 ２７年度末)まで 年 度 に お い て 年度の業務開始 係の一般職員の削減 す る た め 、 の検討への参画等」において評価

縮 減 を 実 施 す に１５％を目標 は、２％(７人 に向けた所要の ・沖縄支部総務課の専門職 給 与 業 務 と する。

ること。 として１０％以 )の 人 員 (ポ ス 準備状況 の削減 福 利 厚 生 業
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そ の 際 、 管 上の要員縮減を ト)の削減を行 ・沖縄支部総務課総務係の 務 と の 横 断

理 部 門 の 簡 素 実施するため、 う。 <評価の視点> 一般職員の削減 的 処 理 を 試

化 、 効 率 的 な 本中期目標の期 ま た 、 独 立 目標・計画に ・沖縄支部総務課経理係の 行 す る な ど

運 営 体 制 の 確 間中の各年度に 行 政 法 人 改 革 よる人員の削減 一般職員の削減 の 準 備 を 行

保 、 ア ウ ト ソ ついて平均２％ 等 に 関 す る 基 が着実に実施さ ・沖縄支部管理課管理第三 った。

ー シ ン グ の 活 以上の要員縮減 本的な方針(平 れたかどうか 係の一般職員の削減 常勤理事２

用 等 を 実 施 す を実施する。 成 ２ ５ 年 １ ２ また、「独立行政法人改 名 の う ち １

ること。 ・本部について 月 ２ ４ 日 閣 議 革等に関する基本的な方針 名 を 非 常 勤

は、管理部門が 決 定 。 以 下 「 」(平成２５年１２月２４日 化 す る 措 置

行っている組織 閣 議 決 定 」 と 閣議決定)を踏まえ、平成２ に つ い て も

の運営及び管理 いう。)を踏ま ７年７月の組織改編に向け 、 国 と 連 携

に係る業務を中 え 、 ① 本 部 組 、支部組織をフラット化す し 、 理 事 ２

心とした業務の 織 の 部 課 の 統 るため給与業務と福利厚生 名 の 業 務 分

更なる集約化等 合 、 ② 支 部 組 業務との横断的処理を試行 担 を 見 直 し

により、段階的 織 の フ ラ ッ ト するなどの準備を行った。 、 時 期 を 前

に係の統合等を 化 、 ③ 期 間 業 なお、常勤理事２名のう 倒 し し 、 平

実施する。 務 職 員 の 更 な ち１名を非常勤化する措置 成 ２ ６ 年 １

・支部について る 活 用 に 係 る については、国と連携し、 ０ 月 か ら 常

は、支部間の業 具 体 的 な 方 法 理事２名の業務分担を見直 勤 理 事 ２ 名

務効率を勘案し 等 に つ い て 、 し、時期を前倒しし、平成 の う ち １ 名

、在日米軍や駐 早 期 に 検 討 を ２６年１０月から常勤理事 を 非 常 勤 理

留軍等労働者へ 行 い 、 平 成 ２ ２名のうち１名を非常勤理 事 と し 、 採

のサービスの低 ７ 年 度 の 業 務 事とし、採用した。 用した。

下を招かないよ 開 始 に 向 け た

う配慮しつつ、 所 要 の 準 備 を

段階的に課・係 進める。

の統合等を実施

する。

４．その他参考情報
なし



- 7 -

１．事務及び事業に関する基本情報
１－１－２ 業務の効率化・要員縮減（業務・システム最適化の実施）
当該項目の重要度、難易 － 関連する政策評価・行 行政事業レビュー番号：26年度-0251
度 政事業レビュー

２ ．主要な経年データ
評価対象となる指標 達成目標 基準値 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 （参考情報）

当該年度までの累積値等
、必要な情報

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価
業務の一層 業務の一層 次期システ <主な指標> <主要な業務実績> <評定と根拠> 評定 Ｂ

の効率的かつ の効率化を図 ムの構築にお 次 期 シ ス テ 平成２６年４月１日に 評定：Ｂ <評定に至った理由>

効果的な実施 るため、業務 いて、開発の ム の 構 築 に 向 契約を締結し、次期シス 次 期 シ ス テ 平成２６年度においては、

を図る観点か ・システム最 スケジュール け た 調 整 及 び テム構築のための設計・ ム の 構 築 に お ⑴次期システムの開発スケジュール管

ら、米軍再編 適化指針（ガ 管理を徹底す 手 続 の 進 捗 状 開発を開始。さらに同年 い て 、 開 発 の 理について、理事（常勤）を長とする

の動向等も踏 イドライン） るとともに、 況 ４月、次期システム構築 ス ケ ジ ュ ー ル プロジェクトチームを設置し、毎週調

まえつつ、業 （平成１８年 当該構築に係 における設計・開発のス 管 理 を 徹 底 す 整会議を実施し、スケジュール管理の

務の徹底した ３月３１日各 る平成２７年 <その他の指標> ケジュール管理を徹底す る と と も に 、 徹底が図られた。

効率化を行い 府省情報化統 度所要額の予 情 報 セ キ ュ るために、新たに理事（ 当 該 構 築 に 係 ⑵平成２７年度所要額の予算要求につ

、前中期目標 括責任者（Ｃ 算要求を行う リ テ ィ の 強 化 常勤）を長とする「在日 る 平 成 ２ ７ 年 いて、当省に対し予算要求に係る説明

の終期（平成 ＩＯ）連絡会 。 の実施状況 米軍従業員管理システム 度 所 要 額 の 予 を実施し、結果、国会で予算が成立し

２２年度末） 議決定）に基 ま た 、 情 報 の再構築監理プロジェク 算 要 求 を 行 っ た。

の人員数に対 づき、機構が セキュリティ <評価の視点> トチーム」を設置した。 た。 ⑶情報セキュリティについて、専門的

して、本中期 保有する情報 については、 ・ 次 期 シ ス テ 同プロジェクトチームは ま た 、 情 報 知見を有する業者による検査（機構に

目標の終期（ システムの換 引き続き政府 ム の 開 発 ス ケ 積極的に進捗管理を推進 セ キ ュ リ テ ィ よれば、政府機関における情報セキュ

平成２７年度 装時期（平成 機関における ジ ュ ー ル 管 理 させ、計画どおりに設計 に つ い て は 、 リティ対策を踏まえた機構の情報セキ

末）までに１ ２６年度）に 情報セキュリ が 徹 底 さ れ た ・開発を推進した。 政 府 機 関 に お ュリティ対策基準に基づき、政府機関

５％を目標と 合わせて、次 ティ対策を踏 かどうか また、当該構築に係る平 け る 情 報 セ キ と同様、システム機器等について脆弱

して１０％以 期システムの まえて対策を ・ 平 成 ２ ７ 年 成２７年度所要額の予算 ュ リ テ ィ 対 策 性対策の状況を定期的に確認している

上の要員縮減 在り方を検討 講じることと 度 所 要 額 の 確 要求については、適切に を 踏 ま え て 、 とのこと）を実施し、情報セキュリテ

を実施するこ し、新たな「 し、強化を図 保 が で き た か 防衛省及び財務省に対し 情 報 セ キ ュ リ ィの確保に努め、役職員に対するｅラ

と。 業務・システ る。 どうか て説明を行った結果、所 テ ィ 対 策 基 準 ーニングを活用した教育、職員に対す

その際、管 ム最適化」を ・ 情 報 セ キ ュ 要の経費が平成２７年度 を 見 直 し す る るミニテストを実施し、職員の情報セ
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理部門の簡素 実施する。 リ テ ィ の 強 化 政府予算案に計上され、 な ど 、 情 報 セ キュリティに対する意識強化・理解向

化、効率的な ・また、機構 が 図 ら れ た か 国会で予算が成立した。 キ ュ リ テ ィ の 上に努めた。

運営体制の確 の情報セキュ どうか 専門的知見を有する業 強 化 を 図 っ た 以上の点から、当該業務に対する目

保、アウトソ リティの強化 者による情報セキュリテ 。 標の水準を満たしていると評価できる

ーシングの活 を図るため、 ィの検査を実施した。特 ことからＢ評定としたもの。

用等を実施す 情報セキュリ に、平成２６年４月から

ること。 ティ対策の推 応募システムを全面刷新 （参考）

進を図る。 したことから、新しい応 次期システムに係る全体計画は、以

募システムを中心に検査 下のとおり。

を行った結果、直ちに問 ・平成２３年度：次期システムの在り

題となる脆弱性はなく、 方検討

情報セキュリティが確保 ・平成２４年度：仕様書（案）作成、

されていることを確認し 見積り等

た。 ・平成２５年度：平成２６年度概算要

役職員に対する情報セキ 求、パブリックコメント、入札公告、

ュリティ教育は、ｅラー 審査・契約手続

ニングを活用した映像コ ・平成２６年度：システム再構築（設

ンテンツ及び独自の教育 計、開発等）、平成２７年度概算要求

テキストによる情報セキ ・平成２７年度：新旧システム並行稼

ュリティ教育を実施した 働、次期システム本稼働

。

この教育の理解度を確認

するため、職員を対象と

した情報セキュリティに

関するミニテストを実施

し、正答率の低かった問

題については、全職員の

パソコン起動時に情報セ

キュリティ規定を自動で

表示させることによって

、職員の情報セキュリテ

ィに対する意識の強化を

図った。また、情報セキ
ュリティ規定の遵守状況
について、職員自らがチ
ェックする自己点検を実
施した。

４．その他参考情報
なし
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１．事務及び事業に関する基本情報
１－２ 最適な業務実施体制の検討への参画等
当該項目の重要度、難易 － 関連する政策評価・行 行政事業レビュー番号：26年度-0251
度 政事業レビュー

２ ．主要な経年データ
評価対象となる指 達成目標 基準値 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 （参考情報）
標 当該年度までの累積値等

、必要な情報

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価
「平成２２ 「平成２２ 国において <主な指標> <主要な業務実績> <評定と根拠> 評定 Ｂ

年度末に中期 年度末に中期 最適な業務実 平 成 ２ ５ 年 「独立行政法人改革等 評定：Ｂ <評定に至った理由>

目標期間が終 目標期間が終 施体制につい １ ２ 月 ２ ４ 日 に関する基本的な方針」 平 成 ２ ７ 年 平成２６年度においては、支部組織

了する独立行 了する独立行 て検討した結 閣 議 決 定 を 踏 （平成２５年１２月２４ ７ 月 の 組 織 改 のフラット化について、業務の横断的

政法人の主要 政法人の主要 果、機構につ ま え た 、 ① 本 日閣議決定）を踏まえ、 編 に 向 け 、 支 処理の試行等を行ったとしているが、

な事務及び事 な事務及び事 いては、国の 部 組 織 の 部 課 平成２７年７月の組織改 部 組 織 を フ ラ 年度計画で示す①本部組織の部課の統

業の改廃に関 業の改廃に関 判断と責任の の 統 合 、 ② 支 編に向け、支部組織をフ ッ ト 化 す る た 合、③期間業務職員の更なる活用に係

する勧告の方 する勧告の方 下で、国及び 部 組 織 の フ ラ ラット化するため給与業 め 給 与 業 務 と る国と連携した早期検討については、

向性について 向性について 在日米軍と密 ッ ト 化 、 ③ 期 務と福利厚生業務との横 福 利 厚 生 業 務 自己評価において記載されていなかっ

」（平成２２ 」（平成２２ 接な連携を図 間 業 務 職 員 の 断的処理を試行するなど と の 横 断 的 処 たことから、機構に確認したところ、

年１１月政策 年１１月政策 りつつ、駐留 更 な る 活 用 に の準備を行った。 理 を 試 行 す る ①本部組織の部課の統合については、

評価・独立行 評価・独立行 軍等労働者の 係 る 措 置 に つ な ど の 準 備 を 「企画調整部」と「管理部」を統合す

政法人評価委 政法人評価委 雇入れ、提供 い て の 国 と 連 行った。 ることで組織としての決定がなされた

員会）を踏ま 員会）を踏ま 、労務管理等 携 し た 検 討 の ま た 、 常 勤 。

え、国による え、国による 、真に必要な 実施状況 理 事 ２ 名 の う ③期間業務職員の更なる活用に係る措

機構の最適な 機構の最適な 事務・事業に ち １ 名 を 非 常 置については、４つの常勤ポストに対

業務実施体制 業務実施体制 限定して、引 <評価の視点> 勤 化 す る 措 置 して期間業務職員の配置調整を行った

の検討（現在 の検討（現在 き続き実施す 閣 議 決 定 事 に つ い て は 、 とのことである。

の業務実施体 の業務実施体 べきとの結論 項 の 実 施 に 向 国 と 連 携 し 、 以上の点から、平成２７年度の組織

制をゼロベー 制をゼロベー を得たところ け た 検 討 等 が 理 事 ２ 名 の 業 改編に向けた準備がなされており、当

スで見直し、 スで見直し、 。 適 切 に 行 わ れ 務 分 担 を 見 直 該目標の水準を満たしていると評価で

国自ら実施す 国自ら実施す 平成２６年 たかどうか し 、 時 期 を 前 きることからＢ評定としたもの。

ることを含め ることを含め 度においては 倒 し し 、 平 成
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、トータルコ 、トータルコ 、閣議決定を ２ ６ 年 １ ０ 月

スト、業務効 スト、業務効 踏まえ、①本 か ら 常 勤 理 事

率等から見て 率等から見て 部組織の部課 ２ 名 の う ち １

、最適な業務 、最適な業務 の統合、②支 名 を 非 常 勤 理

実施体制につ 実施体制につ 部組織のフラ 事 と し 、 採 用

いて検討する いて検討する ット化、③期 した。

ことをいう。 ことをいう。 間業務職員の

）について、 ）について、 更なる活用に

これに積極的 より効率的・ ついて、国と

に参画すると 効果的な業務 密接に連携し

ともに、その の在り方の観 て早期に検討

結論に則した 点から、機構 を進める。

所要の措置を の業務内容や

確実に実施す 業務量等の実

ること。 態調査を外部

に委託して実

施するなどし

てこれに積極

的に参画する

。

また、国が

外部有識者を

交えつつ検討

して出した結

論に則して、

最適な業務実

施体制への移

行のための所

要の措置を確

実に実施する

。

４．その他参考情報
なし
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１．事務及び事業に関する基本情報
１－３ 契約の点検・見直し
当該項目の重要度、難易 － 関連する政策評価・行 行政事業レビュー番号：26年度-0251
度 政事業レビュー

２ ．主要な経年データ
評価対象となる指標 達成目標 基準値 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 （参考情報）

当該年度までの累積値等、
必要な情報

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価
「独立行政 「独立行政 契 約 監 視 <主な指標> <主な業務実績> <評定と根拠> 評定 Ｂ

法人の契約状 法人の契約状 委 員 会 を 開 契 約 監 視 委 平成２６年１２月８日 評定：Ｂ <評定に至った理由>

況の点検・見 況の点検・見 催 し 、 契 約 員 会 を 通 じ た に契約監視委員会を開催 一 者 応 札 ・ 一者応札・一者応募となっている案件

直しについて 直しについて 状 況 の 点 検 契 約 状 況 の 点 し、競争性のない随意契 一 者 応 募 と な のうち、「職場生活に係る相談業務」に

」（平成２１ 」（平成２１ ・ 見 直 し を 検 ・ 見 直 し に 約、一者応札・一者応募 っ て い る 職 場 ついては、仕様内容の見直しを行い、競

年１１月１７ 年１１月１７ 行 い 、 契 約 よ る 契 約 の 適 となった契約等について 生 活 に 係 る 相 争性の確保に向けた措置が執られており

日閣議決定） 日閣議決定） の 適 正 化 を 正 化 の 推 進 状 の点検・見直しを行った 談 業 務 に つ い 、契約の適正化の推進が図られていると

に基づく取組 に基づく取組 推 進 す る と 況 。 て は 、 「 在 日 評価できる。

を着実に実施 を着実に実施 と も に 、 そ 一者応札・応募となっ 米 軍 に 関 係 す 他方、「成人病予防健康診断」につい

することによ することによ の 結 果 等 を <その他の指標> ている「職場生活に係る る 業 務 の 経 験 て、「他の企業で実施する健康診断スケ

り、契約の適 り、契約の適 公表する。 契 約 状 況 の 相談業務」については、 を ３ 年 以 上 有 ジュールの関係から対応できない。」と

正化を推進し 正化を推進し 点 検 ・ 見 直 し 検討の結果、「在日米軍 す る 者 」 を 仕 いう業者の入札不参加理由が確認された

、業務運営の 、業務運営の の 結 果 等 の 公 に関係する業務の経験を 様 要 件 か ら 削 が、この点については、駐留軍等労働者

効率化を図る 効率化を図る 表状況 ３年以上有する者」を仕 除 す る こ と と の利便性に配慮し、国が行う定期健康診

こと。 。 様要件から削除すること し 、 仕 様 内 容 断とスケジュールを合わせており、スケ

また、密接 また、密接 <評価の視点> とし、仕様内容の見直し の 見 直 し を 行 ジュールの調整が困難であることから、

な関係にある な関係にある ・ 契 約 監 視 委 を行った。 っ た 。 今 後 も 今後は、新たな入札参加業者の掘り起こ

と考えられる と考えられる 員 会 を 通 じ た 同じく一者応札・一者 応 札 状 況 を 注 しのため、積極的なＰＲ方策を行う等、

法人との契約 法人との契約 契 約 状 況 の 点 応募となった「成人病予 視 し 、 現 在 実 更なる競争性の確保に取り組むこととし

に当たっては に当たっては 検 ・ 見 直 し に 防健康診断」については 施 し て い る 取 ている。

、一層の透明 、一層の透明 よ る 契 約 の 適 、業者に入札不参加理由 組 （ 入 札 公 告 また、契約監視委員会での点検・見直

性の確保を追 性の確保を追 正 化 が 推 進 さ を聞き取ったところ、① 期 間 の 十 分 な しの結果等についてホームページに公表

求し、情報提 求し、情報提 れたかどうか 基地内への出張健診をす 確 保 、 入 札 公 されており、当該目標の水準を満たして
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供の在り方を 供の在り方を ・ 契 約 状 況 の るための検診車や医師な 告 掲 示 箇 所 の いると評価できることからＢ評定とした

検討すること 検討する。 点 検 ・ 見 直 し どの確保ができなかった 拡 大 及 び 調 達 もの。

。 の 結 果 等 が 適 、②他の企業で実施する 概 要 の 通 年 掲

切 に 公 表 さ れ 健康診断スケジュールの 示 ） を 継 続 し <指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策>

たかどうか 関係から対応できないこ つ つ 、 新 た な 一者応札・一者応募となっている「成

とが理由であった。 Ｐ Ｒ 方 策 に つ 人病予防健康診断」の改善及び契約監視

また、事業者に周知す い て 引 き 続 き 委員会からコメントのあったＰＲ方策等

るための積極的なＰＲ方 検 討 を し て い については、引き続き契約の適正化の推

策については、現在実施 く こ と と し た 進に向けて検討を行う必要がある。

している取組を継続しつ 。

つ新たなＰＲ方策につい ま た 、 契 約

て引き続き検討をしてい 監 視 委 員 会 で

くこととした。 の 点 検 ・ 見 直

契約監視委員会での点 し の 結 果 等 に

検・見直しの結果等につ つ い て 、 議 事

いて具体的な取組内容の 概 要 及 び 具 体

状況をホームページに公 的 な 取 組 内 容

表した。 （ 入 札 公 告 期

このほか、契約の適正 間 の 十 分 な 確

性・透明性を確保するた 保 、 公 告 周 知

めの取組として、以下の 方 法 の 改 善 、

情報を毎月ホームページ 業 者 等 か ら の

に公表している。 聴 取 り 及 び 競

⑴予定価格が一定金額 争 参 加 資 格 の

以上の契約について、契 拡 大 ） の 状 況

約の相手方、契約金額及 を ホ ー ム ペ ー

び予定価格等の情報 ジ に 公 表 し た

⑵機構と一定の関係を有 。

する法人と契約を締結し

た場合、機構から当該法 <課題と対応>

人への再就職の状況、当 一 者 応 札 ・

該法人との間の取引等の 一 者 応 募 と な

状況等の情報 っ た 「 職 場 生

活 に 係 る 相 談

業 務 」 の 仕 様

内 容 に つ い て

見 直 し を 行 っ

た。 本件は、

こ れ ま で 基 地

内 の 組 織 ・ 業
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務 ・ 職 場 の ル

ー ル 、 駐 留 軍

等 労 働 者 独 自

の 制 度 等 を 熟

知 し て い る 者

が 対 応 す べ き

と の 判 断 の 下

、 相 談 員 は 「

在 日 米 軍 に 関

係 す る 業 務 の

経 験 を ３ 年 以

上 有 す る 者 」

と の 条 件 を 付

し て 外 部 委 託

をした。

し か し 、 平

成 ２ ５ 年 度 の

相 談 内 容 を 大

別 す る と 事 務

的 な 照 会 等 が

多 く を 占 め て

い る 等 の 理 由

か ら 「 在 日 米

軍 に 関 係 す る

業 務 の 経 験 を

３ 年 以 上 有 す

る 者 」 の 条 件

は 必 ず し も 必

要 と は 限 ら な

い と 考 え 、 仕

様 条 件 か ら 除

く こ と と し た

。

４．その他参考情報
なし
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１．事務及び事業に関する基本情報
１－４ 経費の抑制
当該項目の重要度、難易 － 関連する政策評価・行 行政事業レビュー番号：26年度-0251
度 政事業レビュー

２ ．主要な経年データ
評価対象となる指標 達成目標 基準値 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 （参考情報）

当該年度までの累積値等
、必要な情報

人件費（百万円） － 2,077 2,030 1,846 1,829 1,938
抑制率（％） 前期中期目標期間の最 － 2.3% 5.6% 4.0% 1.6%

終年度（平成２２年度

）を基準として中期目

標期間の経過年度を平

均して人件費２％の抑

制

物件費（百万円） － 668 510 546 584 531
抑制率（％） 前期中期目標期間の最 － 23.7% 9.2% 4.2% 5.1%

終年度（平成２２年度

）を基準として中期目

標期間の経過年度を平

均して物件費１％の抑

制

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価
人件費（退 人件費（退 業務運営体 <主な定量的指標> <主要な業務実績> <評定と根拠> 評定 Ｂ

職手当を除く 職手当を除く 制の見直しに 人件費の抑制 人件費について、平成 評定：Ｂ <評定に至った理由>

。）を含む機 。）を含む機 より、前期中 状況（平成２２ ２６年度は、平成２２年 機 構 運 営 関 物件費の抑制率は５．１％となり、

構運営関係費 構運営関係費 期目標期間の 年度人件費を基 度に対し６．６％の抑制 係 費 と し て は 目標である１％を超えている一方、人

について、前 について、 最終年度 準とした抑制割 となったが、中期目標期 、 平 成 ２ ２ 年 件費の抑制率は１．６％となり、目標

期中期目標期 前期中期目標 （平成２２年 合） 間における平成２３年度 度 に 対 し 、 抑 である２％には至らなかった。

間の最終年度 期間の最終年 度）を基準と から平成２６年度までの 制 率 １ ０ ％ と これについて機構に確認したところ

（平成２２年 度（平成２２ して、中期目 <その他の指標> 経過年度の平均抑制率は な り 、 中 期 計 、これは、業務効率化を行い削減する

度）を基準と 年度）を基準 標期間の経過 ・物件費の抑制 １．６％の抑制となり、 画 で 掲 げ ら れ ことを予定していたポストが、業務所

して、中期目 として、中期 年度を平均し 状況（平成２２ 平成２６年度計画で掲げ て い る 抑 制 率 要により年度末の削減となったことに

標期間の最終 目標期間の最 て人件費２％ 年度物件費を基 られている抑制率（２． （ ９ ％ ÷ ５ 年 よるものであるとのことであり、目標

年度（平成２ 終年度（平成 、物件費１％ 準とした抑制割 ０％）を達成できなかっ × ４ 年 ＝ ７ ． が未達である点から評定を下げること



- 15 -

７年度）まで ２７年度）ま の経費の抑制 合） た。 ２ ％ ） を 達 成 を検討すべきところであるが、①平成

に９％の縮減 でに９％の縮 を図る。ただ ・機構運営関係 物件費について、平成 した。 ２６年度においては、目標を達成でき

を図ること。 減を図るため し、新規に追 費の自己評価の ２６年度は、各種経費の 機 構 運 営 関 なかったが、中期目標期間における平

ただし、新規 、業務運営体 加されるもの 実施状況及び適 計画的・効率的執行と併 係 費 に つ い て 成２３年度から平成２５年度までの間

に追加される 制の見直しに 、拡充分は除 切な見直しの実 せ、地道な節約努力によ 、 各 四 半 期 ご は、２％を上回る削減が実施されてい

もの、拡充分 よる人員数の く。 施状況 り、平成２２年度に対し と の 予 算 の 執 ること、②目標である経費の抑制とい

は除く。 削減等により なお、機構 ・官民競争入札 ２０．４％の抑制、中期 行 状 況 の 確 認 う観点に立てば、人件費・物件費の抑

なお、機構 、各年度平均 運営関係費に 等の導入の検討 目標期間における平成２ を 行 う こ と 等 制された総額は２７６百万円であり、

運営関係費に して人件費２ ついて、各四 状況 ３年度から平成２６年度 、 自 己 評 価 を 目標抑制率を達成された際に削減され

ついては、経 ％、物件費１ 半期ごとの予 までの経過年度の平均で 実 施 し た 。 ま る金額（１９４百万円）を上回る経費

費節減の余地 ％の抑制を図 算の執行状況 <評価の視点> ５．１％の抑制となり、 た 、 契 約 更 改 の削減はなされていることに鑑みれば

がないかにつ る。ただし、 の確認を行う ・目標・計画に 平成２６年度計画で掲げ の 見 直 し 及 び 、評価における考慮の余地があると判

いて自己評価 新規に追加さ ことにより、 よる人件費及び られている抑制率（１． Ｉ Ｐ 電 話 の 活 断した。

を行った上で れるもの、拡 経費節減の余 物件費の抑制が ０％）を達成した。 用 な ど に よ り また、機構運営関係費の確認及び官

、適切な見直 充分は除く。 地がないかに 図られたかどう 機構運営関係費の見直 経 費 節 減 の 取 民競争入札等の導入について、当該年

しを行うこと なお、機構 ついて自己評 か しに当たり、前年度と同 組 を 実 施 し た 度における状況を踏まえた検討がなさ

。 運営関係費に 価を行った上 ・経費の抑制に 様に経費節減への取組に 。 れている。

また、官民 ついては、経 で、適切な見 向けた自己評価 ついて周知したほか、計 官 民 競 争 入 以上を総括すると、当該目標の水準

競争入札等の 費削減の余地 直しを行う。 等の取組が行わ 画進捗状況について、各 札 等 の 導 入 に を満たしていると評価できることから

積極的な導入 がないかにつ また、業務 れたかどうか 四半期毎の予算の執行状 つ い て は 、 平 Ｂ評定としたもの。

を推進し、業 いて自己評価 の質の維持・ ・官民競争入札 況の確認を行ったところ 成 ２ ６ 年 度 に

務の質の維持 を行った上で 向上及び経費 等の導入の検討 、不要不急などの不適正 係 る 「 公 共 サ <課題と改善方策>

・向上及び経 、適切な見直 節減の一層の が適切に行われ な経費の執行は見当たら ー ビ ス 改 革 基 機構運営関係費に係る抑制率が一部

費節減の一層 しを行う。 推進を図るた たかどうか なかった。 本 方 針 」 が 策 未達となったが、平成２７年度以降、

の推進を図る また、官民 め、官民競争 市場化テストの対象と 定 さ れ る 際 、 目標達成ができるよう予算管理を厳格

こと。 競争入札等の 入札等の導入 なっている「機構情報シ 機 構 に お い て に行っていただきたい。

積極的な導入 について検討 ステム運用管理業務」に 官 民 競 争 入 札

を推進し、業 を行う。 ついては、平成２６年３ 等 に 付 す こ と

務の質の維持 月、官民競争入札等監理 に よ り 業 務 の

・向上及び経 委員会において終期の延 質 の 維 持 ・ 向

費節減の一層 長が了承され、平成２６ 上 及 び 経 費 節

の推進を図る 年４月１日付で契約延長 減 で き る も の

。 （平成２７年１月から平 が な い か 検 討

成２７年６月まで）を行 し た と こ ろ 、

った。 労 務 管 理 等 事

また、本件契約の終期 務 の 性 質 上 、

を迎えるに先立ち、平成 民 間 委 託 （ ア

２６年４月から５月にか ウ ト ソ ー シ ン

けて官民競争入札等監理 グ ） は 適 当 で

委員会において「良好に は な く 、 ま た
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事業が実施されている。 、 一 定 金 額 以

」との評価を受け、本件 上 の 契 約 は 既

の「市場化テストを終了 に 一 般 競 争 入

することが適当である。 札 に 付 し て い

」との結論に至り市場化 る こ と か ら 、

テストは終了した。 新 た に 官 民 競

平成２６年度において 争 入 札 等 に 付

も、当該年度に係る「公 す 事 案 は 見 当

共サービス改革基本方針 なかった。

」に基づき官民競争入札

等に付すことにより、業 <課題と対応>

務の質の維持・向上及び 人 件 費 に つ

経費節減できるものがな い て は 、 前 中

いか検討したところ、労 期 目 標 の 最 終

務管理等事務の性質上、 年 度 （ 平 成 ２

民間委託（アウトソーシ ２ 年 度 ） に 対

ング）は適当ではなく、 し 、 ６ ． ６ ％

また、一定金額以上の契 の 抑 制 を し た

約は既に一般競争入札に も の の 、 長 期

付していることから、新 に わ た る 人 員

たに官民競争入札等に付 削 減 に よ る 各

す事案は見当らなかった 職 場 の 加 重 負

。 担 を 考 慮 し た

反 面 、 年 度 当

初 の 経 費 抑 制

の た め の 対 策

が 不 十 分 で あ

っ た た め 、 経

過 年 度 平 均 抑

制 率 は 、 １ ．

６ ％ と な り 目

標 の 抑 制 率 （

２ ％ ） は 未 達

となった。

本 件 は 、 年

度 当 初 の 経 費

抑 制 の た め の

対 策 が 不 十 分

で あ っ た こ と

に よ る も の で
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あ る こ と か ら

、 平 成 ２ ７ 年

度 以 降 に つ い

て は 、 目 標 達

成 が で き る よ

う 予 算 管 理 を

厳 格 に 行 っ て

い く こ と と し

たい。

４．その他参考情報
なし
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年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項）様式
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費部分を除き各業務に配賦した後の金額を記載

１．事務及び事業に関する基本情報
２－１ 駐留軍等労働者の募集
業務に関連する政策・ 当該事業実施に係る 独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構法
施策 根拠（個別法条文な 第１０条第１項第１号

ど）
当該項目の重要度、難 － 関連する政策評価・ 行政事業レビュー番号：26年度-0251
易度 行政事業レビュー

２ ．主要な経年データ
①主要なアウトプット（アウトカム）情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）

指標等 達成目標 （参考） ２３ ２４ ２５ ２６ ２３ ２４ ２５ ２６
前中期目標期 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度
間平均値

紹介率 年度平均 92.5% 95.1% 92.5% 94.9% 94.1% 予算額（千円） － － － －
90%以上

決算額（千円） － － － －
経常費用（千円） － － － －
経常利益（千円） － － － －
行政サービス実施コスト（ － － － －
千円）
従事人員数 － － － －

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価
在日米軍か ・在日米軍か ・労務要求書 <主な定量的指標> <主要な業務実績> <評定と根拠> 評定 Ｂ

らの労務要求 らの労務要求 受理後１か月 在日米軍に対 各種メディアを活用し 評定：Ｂ <評定に至った理由>

に迅速かつ的 に迅速かつ的 以内に資格要 する紹介状況（ 、周知活動に努めた結果 駐 留 軍 等 労 労務要求書受理後１か月以内に資格

確に対応する 確に対応する 件を満たす者 １か月以内に紹 、紹介率は９４．１％と 働 者 の 募 集 に 要件を満たす者を在日米軍に紹介する

ため、労務要 ため、労務要 を在日米軍に 介した割合） なった。 つ い て は 、 メ 率は９４．１％となり、目標・計画に

求書受理後１ 求書受理後１ 紹介する率９ 紹介率９０％以上を維持 デ ィ ア を 活 用 よる紹介率９０％以上を維持した。

か月以内に資 か月以内に資 ０％以上を維 <その他の指標> するため、前年度に引き続 し た 効 率 的 な 平成２６年度においては、前年度に

格要件を満た 格要件を満た 持する。 ・メディアを活 き各種メディアを活用し 募 集 の 強 化 ・ 引き続き各種メディアを活用し周知活

す者を在日米 す者を在日米 ・この目標を 用した効率的な 、効率的な募集の促進を 促 進 及 び 大 学 動に努めており、岩国支部においては

軍に紹介する 軍に紹介する 達成するため 募集の促進状況 図ったところであり、主 訪 問 や 企 業 説 米軍再編による募集拡大が見込まれた

率について、 率について、 、ポスター、 ・大学訪問や企 な活用状況は次のとおり 明 会 の 参 画 に ため、新たにバス停留所やバス車内及

本中期目標の 本中期目標の パンフレット 業説明会などの である。 よ る 募 集 体 制 び電車車内にも掲示を実施し、沖縄支

期間において 期間（平成２ 、求人情報誌 募集体制の強化 ①ポスター の 強 化 を 図 り 部においては応募者の減少に歯止めを
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平均９０％以 ３年４月１日 、ラジオ等の 状況 毎年度掲示している公 、 周 知 活 動 に かけるため、新たにバスの側面におけ

上を維持する から平成２８ メディアを活 共職業安定所、学校等に 努 め た 結 果 、 る募集広告を実施した。

よう努めるこ 年３月３１日 用して効率的 <評価の視点> 加え、駅へのポスター掲 平 成 ２ ６ 年 度 また、在日米軍が求める高度な技術

と。 までの５年間 な募集の強化 ・目標・計画に 示については、前年度に の 紹 介 率 は ９ 力を有する優秀な人材の確保のため、

）において平 ・促進を図る よる紹介率90％ 引き続き座間支部及び岩 ４ ． １ ％ と な 大学訪問や企業説明会が前年度に引き

均９０％以上 。 以上を維持して 国支部において実施し、 り 、 年 度 計 画 続き実施され、うち企業説明会につい

の維持に努め ・在日米軍が いるかどうか 岩国支部においてはバス の 目 標 で あ る ては、新たに三沢支部と岩国支部が参

る。 求める高度な ・メディアを活 停留所やバス及び電車車 ９ ０ ％ 以 上 の 加した。

・この目標を 技術力を有す 用した募集施策 内にも掲示を実施した。 維 持 を 達 成 し さらに、応募システムについて、募

達成するため る優秀な人材 の強化・促進が さらに、沖縄支部におい た。 集の拡大を目指して、応募者が利用し

、各種メディ の確保のため 図られたかどう てはバスの側面に広告す やすいように求人募集情報検索機能を

アを活用して 、大学訪問や か る広報活動を実施した。 改善し運用を開始した。

効率的な募集 企業説明会へ ・大学訪問や企 ②パンフレット 以上のことを踏まえ、当該目標の水準

の促進を図る の参画など、 業説明会などの 前年度に引き続きパン を満たしていると評価できることからＢ評

。 募集体制の強 募集体制が強化 フレットを地方自治体や 定としたもの。

化を図る。 されたかどうか 大学などに配布した。

③求人情報誌（沖縄） <指摘事項等>

沖縄において、前年度 平成２５年度業務実績評価において

に引き続き求人情報誌（ 、メディアを活用した募集施策につい

無料頒布）に掲載するこ てどの施策が効果的であるか数値的に

とにより周知徹底を図っ 検証を行うなど、継続的な見直しが必

た。 要と指摘されている。

④ラジオ（横須賀） また、平成２７年度事業計画におい

横須賀支部において、 ては、引き続き効果的な募集を実施し

前年度に引き続き地元ラ ていくため、応募者へのアンケートを

ジオ局を活用し、機構の 実施するとしているので、確実に取り

募集業務の一環として参 組んでいただきたい。

加する企業説明会の告知

など募集業務をＰＲした

。

⑤応募システム

平成２６年度から応募

者の利便性の向上及びイ

ンターネットによる募集

の拡大を目指した応募シ

ステムの運用を開始した

。

企業説明会については

、横田支部、横須賀支部

、座間支部及び沖縄支部
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に加え、新たに三沢支部

及び岩国支部においても

参加し、募集業務を実施

した。

大学訪問については、

横田支部、佐世保支部及

び沖縄支部においては、

支部近隣の大学への訪問

を実施した。また、横須

賀支部においては、前年

度に引き続き、近隣及び

遠方の大学における訪問

も実施した。

４．その他参考情報
なし
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１．事務及び事業に関する基本情報
２－２－１ 駐留軍等労働者の福利厚生施策（保健指導等を有効に実施するための健康情報や環境の整備）
業務に関連する政策・ 当該事業実施に係 独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構法
施策 る根拠（個別法条 第１０条第１項第３号

文など）
当該項目の重要度、難 － 関連する政策評価 行政事業レビュー番号：26年度-0251
易度 ・行政事業レビュ

ー

２ ．主要な経年データ
①主要なアウトプット（アウトカム）情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）

指標等 達成目標 （参考） ２３ ２４ ２５ ２６ 予算額（千円） ２３ ２４ ２５ ２６
年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

－ － － －
決算額（千円） － － － －
経常費用（千円） － － － －
経常利益（千円） － － － －
行政サービス実施コスト － － － －
（千円）
従事人員数 － － － －

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価
駐留軍等労 駐留軍等労 駐留軍等労 <主な指標> <主要な業務実績> <評定と根拠> 評定 Ｂ

働者の福利厚 働者の福利厚 働者の福利厚 国が行ってい 平成２６年度分の国が 評定：Ｂ <評定に至った理由>

生施策につい 生施策につい 生施策につい る定期健康診断 行っている定期健康診断 健 康 診 断 結 保健衛生に関するニーズの多様化・

ては、駐留軍 ては、次の事 ては、次のと 及びエルモが行 及び機構が行っている成 果 の デ ー タ ベ 高度化を背景として、国・機構におい

等労働者の要 項について駐 おり、駐留軍 っている成人病 人病予防健康診断の健診 ー ス 構 築 の た て駐留軍等労働者の保健衛生の強化に

望を踏まえて 留軍等労働者 等労働者の要 予防健康診断の データの全てを電子デー め の 平 成 ２ ６ 努めているところ、平成２６年度にお

実施する等に の要望を踏ま 望を踏まえて 健診データの蓄 タにより医療機関から提 年 度 健 康 診 断 いては、駐留軍等労働者の有所見率の

より質の向上 えて実施する 実施する等に 積等の状況 供を受け、個人ごとの健 デ ー タ の 蓄 積 低減等を図るため、データの蓄積及び

に努めること 等により質の より質の向上 康診断データベースの構 及 び 健 康 診 断 検索画面レイアウト等の調整を行った

。 向上に努める に努める。 <その他の指標> 築を行った。 結 果 デ ー タ 検 。

。 ・駐留軍等労 岩国支部健康 国は、平成２６年度に 索 画 面 レ イ ア また、岩国支部の健康管理室は、予

・駐留軍等労 働者の健康の 管理室の整備状 岩国地区の産業医及び保 ウ ト 等 の 調 整 定どおりに年度内に健康相談業務等を

働者の健康の 保持増進を図 況 健師の活動を強化するた 等 並 び に 岩 国 開始している。

保持増進を図 るため、次の めの所要経費を予算措置 支 部 へ の 健 康 以上のことを踏まえ、当該目標の水



- 22 -

るための保健 とおり措置す <評価の視点> し、配置することとした 管 理 室 の 整 備 準を満たしていると評価できることか

指導等を有効 る。 ・健診結果のデ 。 に つ い て 計 画 らＢ評定としたもの。

に実施するた ・健康診断結 ータベース構築 これを踏まえ、機構は 的 に 実 施 し た

めの健康情報 果のデータベ のための手続が 、国と連携し、関係規定 。

や環境の整備 ースを構築す とられたかどう を整備の上、平成２６年

るため、平成 か ４月、岩国支部に健康管

２６年度健康 ・岩国支部健康 理室を設置し、岩国防衛

診断データの 管理室が着実に 事務所が契約した保健師

蓄積のほか必 整備されたかど は同年４月から、産業医

要な手続を行 うか は同年５月から、それぞ

う。 れ駐留軍等労働者の保健

・岩国支部に 指導、健康相談等を開始

健康管理室を した。

整備する。

４．その他参考情報
なし
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１．事務及び事業に関する基本情報
２－２－２ 駐留軍等労働者の福利厚生施策（アスベストに係る労働者災害補償制度等の周知）
業務に関連する政策・ 当該事業実施に係る 独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構法
施策 根拠（個別法条文な 第１０条第１項第３号

ど）
当該項目の重要度、難 － 関連する政策評価・ 行政事業レビュー番号：26年度-0251
易度 行政事業レビュー

２ ．主要な経年データ
①主要なアウトプット（アウトカム）情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）

指標等 達成目標 （参考） ２３ ２４ ２５ ２６ ２３ ２４ ２５ ２６
年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

予算額（千円） － － － －
決算額（千円） － － － －
経常費用（千円） － － － －
経常利益（千円） － － － －
行政サービス実施コスト（ － － － －
千円）
従事人員数 － － － －

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価
駐留軍等労 駐留軍等労 駐留軍等労 <主な指標> <主要な業務実績> <評定と根拠> 評定 Ｂ

働者の福利厚 働者の福利厚 働者の福利厚 平成２４年度 平成２６年度は、第１ 評定：Ｂ <評定に至った理由>

生施策につい 生施策につい 生施策につい に策定した計画 次分として６月に対象者 平 成 ２ ４ 年 平成２６年度においては、国が年度

ては、駐留軍 ては、次の事 ては、次のと に基づく、平成 ５０１人のうち住所が確 度 に 策 定 し た 内に住所を確認した、全ての退職した

等労働者の要 項について駐 おり、駐留軍 ２６年度分の実 認された１１２人に、第 計 画 に 基 づ き 駐留軍等労働者等に対してパンフレッ

望を踏まえて 留軍等労働者 等労働者の要 施状況 ２次分として１０月に対 、 平 成 ２ ６ 年 トの送付がなされており、当該目標の

実施する等に の要望を踏ま 望を踏まえて 象者６００人のうち住所 度 に 住 所 が 確 水準を満たしていると評価できること

より質の向上 えて実施する 実施する等に <評価の視点> が確認された１４１人の 認 さ れ た 元 駐 からＢ評定としたもの。

に努めること 等により質の より質の向上 アスベストに 合計２５３人に対し、労 留 軍 等 労 働 者

。 向上に努める に努める。 係る労働者災害 災補償制度等のパンフレ 等 に 対 し 、 滞 （参考）

。 ・アスベスト 補償制度等の周 ットを送付した。 り な く 、 労 災 アスベストに係る労働者災害補償制

・駐留軍等労 による健康被 知事業が当該年 補 償 制 度 等 の 度等の周知事業は、厚生労働省から防

働者等に対す 害に対応する 度分として適切 パ ン フ レ ッ ト 衛庁（当時）に対し、アスベスト取扱

るアスベスト ため、退職し に実施されたか を 発 送 す る こ 作業等に従事していた退職者へ労災補

に係る労働者 た駐留軍等労 どうか と に よ り 周 知 償制度等に関する周知等を行うよう依
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災害補償制度 働者又はその した。 頼があったことから、国と連携を図り

等の周知 遺族に対する 、退職した駐留軍等労働者（遺族）に

労働者災害補 対して行っているものであり、対象者

償制度等の周 の住所確認のための住民票の公用請求

知事業につい 及び対象者の振り分け（生存者、死亡

て、平成２４ 者、不明者）については国で行い、住

年度に策定し 所が確認された生存者及び死亡者（遺

た計画に基づ 族）に対する周知については機構で行

き、国と調整 っている。

の上、当該年

度分を実施す

る。

４．その他参考情報
なし
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１．事務及び事業に関する基本情報
２－２－３ 駐留軍等労働者の福利厚生施策（駐留軍等労働者への子育て支援）
業務に関連する政策・ 当該事業実施に係る 独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構法
施策 根拠（個別法条文な 第１０条第１項第３号

ど）
当該項目の重要度、難 － 関連する政策評価・ 行政事業レビュー番号：26年度-0251
易度 行政事業レビュー

２ ．主要な経年データ
①主要なアウトプット（アウトカム）情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）

指標等 達成目標 （参考） ２３ ２４ ２５ ２６ ２３ ２４ ２５ ２６
年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

予算額（千円） － － － －
決算額（千円） － － － －
経常費用（千円） － － － －
経常利益（千円） － － － －
行政サービス実施コスト（ － － － －
千円）
従事人員数 － － － －

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価
駐留軍等労 駐留軍等労 駐留軍等労 <主な指標> <主要な業務実績> <評定と根拠> 評定 Ｂ

働者の福利厚 働者の福利厚 働者の福利厚 子 育 て 支 援 リーフレット「エルモ 評定：Ｂ <評定に至った理由>

生施策につい 生施策につい 生施策につい の た め の 保 育 からの子育て支援情報」 リーフレッ 平成２６年度において、リーフレッ

ては、駐留軍 ては、次の事 ては、次のと 施 策 の 検 討 状 等の内容を更新し、支部 ト「エルモか トの内容の更新がなされたこと、また

等労働者の要 項について駐 おり、駐留軍 況 及 び 実 施 可 窓口に設置するとともに らの子育て支 、新たな保育施策の検討に資するため

望を踏まえて 留軍等労働者 等労働者の要 能 な 施 策 の 推 、ホームページにも掲載 援情報」等の 、アンケート調査の実施について検討

実施する等に の要望を踏ま 望を踏まえて 進状況 した。 内容を更新し を行い、調査項目の整理がなされたこ

より質の向上 えて実施する 実施する等に また、子育て支援のた 、支部窓口へ とは、子育て支援施策等の推進に資す

に努めること 等により質の より質の向上 <評価の視点> めの新たな保育施策の検 の設置及びホ るものであり、当該目標の水準を満た

。 向上に努める に努める。 ・子育て支援の 討に資するため並びに現 ームページへ していると評価できることからＢ評定

。 ・駐留軍等労 ための保育施策 行保育施策の活用状況及 の掲載を行っ としたもの。

・駐留軍等労 働者の子育て について検討が び駐留軍等労働者の子育 た。

働者への子育 支援のための 進められたかど ての実態を把握するため また、子育 （参考）

て支援 保育施策につ うか のアンケート調査の実施 て支援のため リーフレットの作成・配布は、過去

いて検討し、 ・ 実 施 可 能 な について、検討を行って の新たな保育 に行ったニーズ調査の結果、駐留軍等



- 26 -

実施可能な施 子 育 て 支 援 施 いる。 施策の検討に 労働者からの保育施設の設置要望が多

策を推進する 策 を 推 進 し た 資するため並 かったが、保育施設の設置は、経費負

。 かどうか びに現行保育 担や将来の経営見通し、既存施設の存

施策の活用状 在等の問題が考えられたことから、機

況及び駐留軍 構としては、近隣の保育施設の運営情

等労働者の子 報を駐留軍等労働者に提供することは

育ての実態を 実施可能と考え、労働組合側に説明の

把握するため 上、平成２５年度から行ってきている

のアンケート 。

調査の実施に

ついて、検討

し、調査項目

を整理した。

４．その他参考情報
なし
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１．事務及び事業に関する基本情報
２－２－４ 駐留軍等労働者の福利厚生施策（退職準備研修の効果的な実施）
業務に関連する政策・ 当該事業実施に係 独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構法
施策 る根拠（個別法条 第１０条第１項第３号

文など）
当該項目の重要度、難 － 関連する政策評価 行政事業レビュー番号：26年度-0251
易度 ・行政事業レビュ

ー

２ ．主要な経年データ
①主要なアウトプット（アウトカム）情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）

指標等 達成目標 （参考） ２３ ２４ ２５ ２６ ２３ ２４ ２５ ２６
前中期目標期 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度
間平均値等

満足度 90%以上 － 97.8% 97.9% 95.9% 96.0% 予算額（千円） 635 613 619 990
決算額（千円） 633 611 618 826
経常費用（千円） － － － －
経常利益（千円） － － － －
行政サービス実施コスト（ － － － －
千円）
従事人員数 － － － －

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価
駐留軍等労 駐留軍等労 駐留軍等労 <主な定量的指標> <主要な業務実績> <評定と根拠> 評定 Ｂ

働者の福利厚 働者の福利厚 働者の福利厚 受講者の満足 ７支部において延べ 評定：Ｂ <評定に至った理由>

生施策につい 生施策につい 生施策につい 度 １５回の研修を実施し 受講者の意 受講者の満足度は９６％となり、目標で

ては、駐留軍 ては、次の事 ては、次のと 、受講予定者６９８人 見等を踏まえ ある９０％を超えており、研修実施に際し

等労働者の要 項について駐 おり、駐留軍 <その他の指標> 中、６０９名が受講（ 、効果的な研 ては年間の研修計画を作成し、過去の受講

望を踏まえて 留軍等労働者 等労働者の要 退職準備研修 受講率８７．２％）し 修となるよう 者の研修に対する要望も踏まえた内容によ

実施する等に の要望を踏ま 望を踏まえて の年間の研修計 た。 年間の研修計 り実施されたことは、当該目標の水準を満

より質の向上 えて実施する 実施する等に 画の作成状況及 受講者からのアンケ 画を作成・実 たしていると評価できることからＢ評定と

に努めること 等により質の より質の向上 び効果的な実施 ート調査において、回 施し、年度計 したもの。

。 向上に努める に努める。 状況 答のあった５９８人の 画に定める９

。 ・退職準備研 うち、５７４人から研 ０％以上の満足

・駐留軍等労 修について、 <評価の視点> 修を受講して「良かっ 度を達成した。

働者を対象と 年間の研修計 ・受講者の満足 た」又は「まあまあ良

した退職準備 画を作成し、 度９０％以上を かった」という回答を
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研修の効果的 効果的な実施 達成したかどう 得ており、満足度は９

な実施。その を図ることに か ６．０％となった。

際、受講者の より、受講者 ・研修計画の作 各支部において、支

満足度が９０ に対するアン 成に当たり研修 部の新たな取組、前年

％以上となる ケート調査結 の効果的な実施 度から継続した取組及

よう努める。 果の満足度が が図られるよう び受講者の意見を踏ま

９０％以上と 駐留軍等労働者 えた取組を考慮した年

なるよう努め の要望を踏まえ 間の研修計画を作成し

る。 る等の対応がと た。具体的な取組とし

られたかどうか て、以下のとおり実施

した。

⑴「退職手当制度」に

おいて、平成２５年度

に引き続き、講義の中

で受講者自身の退職手

当額を試算する内容を

取り入れると同時に、

講義中や休憩時間に会

場内を巡回し質疑に応

じるよう工夫

⑵「今後の生活設計」

及び「経済プラン」の

講義において、受講者

で最大１０歳の幅があ

るため、受講者の求め

ている内容と必ずしも

合致しない可能性があ

ることから、実施開催

ごとの年齢を可能な限

り５０代前半と後半に

分けて受講できるよう

工夫し、また、事前に

講師に対して受講予定

者の年齢分布を伝えて

おき、講義中の具体例

等も受講者年齢に合わ

せたものになるよう講

師と打ち合わせするな

ど、効果的な研修とな

るよう工夫
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⑶ 平成２５年度のア

ンケート調査結果を踏

まえ、平成２６年度の

研修から、①国及び米

軍と調整し「定年後の

雇用制度等」の講義項

目を新たに追加、②外

国籍従業員の受講に対

応するため、統一テキ

スト（退職手当制度及

び定年後の雇用制度等

）の英訳版を作成

４．その他参考情報
なし
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１．事務及び事業に関する基本情報
２－２－５（１） 駐留軍等労働者の福利厚生施策（駐留軍等労働者のメンタルヘルス対策）
業務に関連する政策・ 当該事業実施に係る 独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構法
施策 根拠（個別法条文な 第１０条第１項第３号

ど）
当該項目の重要度、難 － 関連する政策評価・ 行政事業レビュー番号：26年度-0251
易度 行政事業レビュー

２ ．主要な経年データ
①主要なアウトプット（アウトカム）情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）

指標等 達成目標 （参考） ２３ ２４ ２５ ２６ ２３ ２４ ２５ ２６
年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

予算額（千円） 1155 945 945 2042
決算額（千円） 1155 945 945 2042
経常費用（千円） － － － －
経常利益（千円） － － － －
行政サービス実施コスト（千 － － － －
円）
従事人員数 － － － －

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価
駐留軍等労 駐留軍等労 駐留軍等労 <主な指標> <主要な業務実績> <評定と根拠> 評定 Ｂ

働者の福利厚 働者の福利厚 働者の福利厚 メ ン タ ル ヘ 心の健康に係る相談業 評定：Ｂ <評定に至った理由>

生施策につい 生施策につい 生施策につい ル ス 対 策 へ の 務について、電話受付時 年度計画の 業務実績では、心の健康に係る相談業

ては、駐留軍 ては、次の事 ては、次のと 取 組 の 国 と 連 間を２４時間化した。そ 目標である、 務の電話受付時間を２４時間化した理由

等労働者の要 項について駐 おり、駐留軍 携 し た 推 進 状 の結果、年間相談件数は 心の健康相談 が明らかでないため、機構に確認したと

望を踏まえて 留軍等労働者 等労働者の要 況 ６８８件となり、前年度 その他の駐留 ころ、①電話相談受付時間帯以外にもメ

実施する等に の要望を踏ま 望を踏まえて 実績である３１５件に対 軍等労働者の ール等による相談実績があり、②在日米

より質の向上 えて実施する 実施する等に <評価の視点> して、倍以上の相談件数 メンタルヘル 陸軍司令部は心の健康相談を高く評価し

に努めること 等により質の より質の向上 メ ン タ ル ヘ となった。 ス対策への取 ており、その上で深刻な問題発生時の速

。 向上に努める に努める。 ル ス 対 策 に 係 さらに、駐留軍等労働 組を国と連携 やかな対応が重要として電話による２４

。 ・心の健康相 る 具 体 的 推 進 者自身がストレスの要因 して推進した 時間対応を要請してきており、このほか

・その他福利 談その他の駐 策 を 行 っ た か や心の病気の発症等につ 。 、③自殺防止（夜間の飲酒により突発的

厚生施策の取 留軍等労働者 どうか いて理解し、心の健康状 に自殺を図ることがある）の観点から２

組の推進 のメンタルヘ 態をチェックできるよう ４時間３６５日対応することが適当と考

ルス対策への 作成したメンタルヘルス えられるところ、既にこれに取り組んで
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取組を国と連 小冊子を一部改訂・増刷 いる防衛省共済組合の「あなたのさぽー

携して推進す し、新規採用者に配布し とダイヤル」の例も踏まえ、電話受付時

る。 た。 間を２４時間化したとのことである。

その他の取組として、 これにより、相談件数の大幅増加に寄

平成２５年度と同様に心 与し、一定の推進があったものと認めら

の健康に係る相談及び職 れる。

場生活相談業務の周知を また、新規採用者へのメンタルヘルス

目的としたポケットカー 小冊子の配布や、全駐留軍等労働者にポ

ドを作成し、全駐留軍等 ケットカードを配布したことにより、駐

労働者に配布した。 留軍等労働者が自らストレスチェックで

きるようにしていることなども評価でき

る。

以上のことを踏まえ、目標を達成して

いるものとしてＢ評定とする。

４．その他参考情報
なし
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１．事務及び事業に関する基本情報
２－２－５（２） 駐留軍等労働者の福利厚生施策（基地内窓口の設置に係る具体的な方法等の調整及び検討）
業務に関連する政策・ 当該事業実施に係る 独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構法
施策 根拠（個別法条文な 第１０条第１項第３号

ど）

当該項目の重要度、難 － 関連する政策評価・ 行政事業レビュー番号：26年度-0251
易度 行政事業レビュー

２ ．主要な経年データ
①主要なアウトプット（アウトカム）情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）

指標等 達成目標 （参考） ２３ ２４ ２５ ２６ ２３ ２４ ２５ ２６
年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

予算額（千円） － － － －

決算額（千円） － － － －
経常費用（千円） － － － －
経常利益（千円） － － － －
行政サービス実施コスト － － － －
（千円）
従事人員数 － － － －

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価
駐留軍等労 駐留軍等労 駐留軍等労 <主な指標> <主要な業務実績> <評定と根拠> 評定 Ｂ

働者の福利厚 働者の福利厚 働者の福利厚 基 地 内 窓 口 各種申請書類等の受け 評定：Ｂ <評定に至った理由>

生施策につい 生施策につい 生施策につい の 設 置 に 係 る 渡しを基地内でできない 基地内窓口 機構職員が常駐する恒常的な窓口設置

ては、駐留軍 ては、次の事 ては、次のと 具 体 的 な 方 法 かという駐留軍等労働者 の設置に係る の検討結果について、機構に確認したと

等労働者の要 項について駐 おり、駐留軍 等 の 調 整 及 び のニーズを踏まえ、各種 調整及び検討 ころ、①施設の共同使用に係る日米合意

望を踏まえて 留軍等労働者 等労働者の要 検討状況 申請書の提出が容易とな について、具 が必要となる場合は手続が非常に煩瑣で

実施する等に の要望を踏ま 望を踏まえて る基地窓口の設置につい 体案を策定し あり合意までに長期間を要すること、②

より質の向上 えて実施する 実施する等に <評価の視点> て検討することとし、各 、在日米軍担 窓口設置に係る建物の新設・改修に要す

に努めること 等により質の より質の向上 基 地 内 窓 口 支部から既に実施してい 当者と意見交 る施設整備費の確保は費用対効果の観点

。 向上に努める に努める。 の 設 置 に 係 る る基地への定期的な訪問 換を行ってお から困難であること、③増員ができない

。 ・駐留軍等労 具 体 的 な 方 法 等及び実現可能な対応策 り、着実に実 場合は基地内窓口に常時人員を充てるこ

・その他福利 働者にとって 等 の 調 整 及 び を報告させた。 施した。 とにより支部窓口業務に影響が及ぶこと

厚生施策の取 、働きやすい 検 討 が 促 進 さ この報告をもとに検討 が考えられたことから、現実的でないと
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組の推進 職場環境を提 れたかどうか した結果、機構職員が常 判断したとのことである。

供するため、 駐する恒常的な窓口設置 このように基地内窓口について検討が

基地内窓口の は、施設の共同使用に係 なされ、臨時の窓口を具体案として、在

設置に係る具 る日米合意が必要となる 日米軍司令部担当者との意見交換を行い

体的な方法等 場合があり、また、施設 、調整が開始された。機構によれば、こ

について、在 整備費の確保や勤務させ の意見交換では、相手方から理解が示さ

日米軍と調整 る職員の人員増が見込め れたものの、今後、実施に当たっては、

しつつ、検討 ないことから、現実的で 各軍司令部や現地米軍の了解を得る必要

する。 ないと判断した。 があるとのことである。

このため、臨時的な窓 以上のことを踏まえ、基地内窓口の設

口により対応することと 置に係る検討が促進されたと評価できる

し、機構職員による巡回 ことからＢ評定としたもの。

窓口を具体案として、そ

の実現性について、在日

米軍司令部担当者と意見

交換を行った。

４．その他参考情報
なし
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１．事務及び事業に関する基本情報
２－３ 駐留軍等労働者の給与その他の勤務条件等に係る調査及び分析並びに改善案の作成
業務に関連する政策・ 当該事業実施に係る 独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構法
施策 根拠（個別法条文な 第１０条第１項第４号

ど）
当該項目の重要度、難 － 関連する政策評価・ 行政事業レビュー番号：26年度-0251
易度 行政事業レビュー

２ ．主要な経年データ
①主要なアウトプット（アウトカム）情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）

指標等 達成目標 （参考） ２３ ２４ ２５ ２６ ２３ ２４ ２５ ２６
年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

予算額（千円） － － － －

決算額（千円） － － － －
経常費用（千円） － － － －
経常利益（千円） － － － －
行政サービス実施コスト － － － －
（千円）
従事人員数 － － － －

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価
国の行政施 国の行政施 国の行政施 <主な指標> <主要な業務実績> <評定と根拠> 評定 Ｂ

策の企画立案 策の企画立案 策の企画立案 必 要 と な る 国からの依頼に基づき 評定：Ｂ <評定に至った理由>

に資するため に資するため に資するため 課 題 に つ い て 、駐留軍等労働者給与等 国からの依 本件調査及び分析並びに改善案の作成

、駐留軍等労 、駐留軍等労 、国と連携の の 調 査 及 び 分 実態調査、育児・介護休 頼どおり調査 は、国が行政施策の企画立案を行う上で

働者の給与そ 働者の給与そ 下、必要とな 析 並 び に 改 善 業制度等の取得実績調査 を実施し、資 必要となる課題について国から機構に調

の他の勤務条 の他の勤務条 る課題につい 案 の 作 成 状 況 等５７件について、調査 料を提示した 査等を依頼し、これに基づき機構が調査

件等に係る調 件等に係る調 て調査及び分 及 び 国 へ の 提 を行い、国に資料を提示 。 等を行い、国に資料を提示するものであ

査及び分析並 査及び分析並 析並びに改善 示状況 した。 る。

びに改善案の びに改善案の 案の作成を行 平成２６年度に国から依頼のあった調

作成を行い、 作成を行い、 い、国に提示 <評価の視点> 査５７件（労務管理関連１８件、給与関

国に提示する 国に提示する する。 調 査 及 び 分 連３２件、福利厚生関連７件）について

こと。 。 析 並 び に 改 善 、資料提示が行われ、国の行政施策の企

案 の 作 成 ・ 提 画立案に資していることから、目標を達

示 が 着 実 に 行 成しているものとしてＢ評定としたもの
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わ れ た か ど う 。

か

４．その他参考情報
なし
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年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式
１．事務及び事業に関する基本情報
３ 予算、収支計画及び資金計画
当該項目の重要度、難 － 関連する政策評価・行 行政事業レビュー番号：26年度-0251
易度 政事業レビュー

２ ．主要な経年データ
評価対象となる指標 達成目標 基準値 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 （参考情報）

当該年度までの累積値等
、必要な情報

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価
財務内容の 予算（人件 予算（人件 <主な指標> <主要な業務実績> <評定と根拠> 評定 Ｂ

改善に関する 費の見積りを 費の見積もり 予算、収支計 財務諸表のとおり執行 評定：Ｂ <評定に至った理由>

事項 含む。）、収 を含む。）、 画及び資金計画 報告書Ｐ６５ 平成２６年度 計画どおり予算の範囲内で業務運

運営費交付 支計画及び資 収支計画及び の執行状況 「予算、収支計画及び資 予算実施計画に 営が行われていることは評価できる

金を充当して 金計画 資金計画 金計画」 基づき計画的に ため、Ｂ評定としたもの。

行う事業につ ・中期計画予 ・中期計画予 <評価の視点> 報告書Ｐ６７ 執行した。

いて、業務運 算（平成２３ 算（平成２６ 予算実施計画 「第４章 簡潔に要約さ

営の効率化に 年度～平成２ 事業年度） に基づき計画的 れた財務諸表」

ついて定めた ７年度） ・収支計画（ に執行されたか に記載

事項に配慮し ・収支計画（ 平成２６事業 どうか

た予算を定め 平成２３年度 年度）

た中期計画（ ～平成２７年 ・資金計画（

独立行政法人 度） 平成２６事業

通則法第３０ ・資金計画（ 年度）

条第１項の中 平成２３年度

期計画をいう ～平成２７年

。）を作成し 度）

、当該予算の

範囲で業務運

営を行うこと

。
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４．その他参考情報
中期計画予算及び決算（平成２６事業年度）

（単位：百万円）

区 分 予算額 決算額

収 入

運営費交付金 ３，２９０ ３，２９０

その他の収入 － １

計 ３，２９０ ３，２９１

支 出

基地従業員関係費 ５７７ ５１５

機構運営関係費 ２，７１３ ２，６７８

うち 人件費 ２，０３４ ２，００６

物件費 ６７８ ６７１

計 ３，２９０ ３，１９３
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１．事務及び事業に関する基本情報
４－１－１ 人事に関する計画（適切な人員配置）
当該項目の重要度、難易 － 関連する政策評価・行 行政事業レビュー番号：26年度-0251
度 政事業レビュー

２ ．主要な経年データ
評価対象となる指標 達成目標 基準値 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 （参考情報）

当該年度までの累積値等
、必要な情報

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価
人員削減を 前中期目標 中期計画に <主な指標> <主要な業務実績> <評定と根拠> 評定 Ｂ

行うに当たっ の期間の終期 定める１５％ 円 滑 な 業 務 本部においては、業務 評定：Ｂ <評定に至った理由>

ては、円滑な （平成２２年 を目標として 処 理 に 配 慮 し の集約化等により人員を 本部において 自己評価では、どのような手段を

業務処理に配 度末）の人員 １０％以上の た 業 務 内 容 及 削減するとともに、支部 は、業務の集約 もって適切な人員配置となるよう努

慮した人員の 数に対して、 要員を縮減す び 業 務 量 に 応 においては、支部規模に 化等により人員 めたのかが定かでないため、この点

適正な配置に 本中期目標の るに当たって じ た 適 切 な 人 応じた職員一人当たりが を削減するとと を機構に確認したところ、本部にお

努めること。 期間の終期（ は、円滑な業 員の配置状況 管理する駐留軍等労働者 もに、支部にお ける人員削減（３人減）については

平成２７年度 務処理に配慮 数、各支部が管轄する米 いては、円滑な 、円滑な業務処理に配慮し、企画調

末）までに１ し、業務内容 <評価の視点> 軍施設の特性及び支部間 業務処理に配慮 整部と管理部（平成２７年７月に統

５％を目標に 及び業務量に 人 員 削 減 に のバランスを考慮し、円 し、駐留軍等労 合）において、類似業務の集約化を

１０％以上の 応じた適切な 当 た っ て 、 円 滑な業務処理に配慮し、 働者に対するサ 見据えて人員削減を行ったとのこと

要員縮減を実 人員配置とな 滑 な 業 務 処 理 駐留軍等労働者に対する ービスの低下を である。

施するに当た るよう努める に 配 慮 し 、 業 サービスの低下を招くこ 招くことがない 支部における人員削減（４人減）

っては、円滑 。 務 内 容 及 び 業 とがないよう業務内容及 よう業務内容及 については、円滑な業務処理及び駐

な業務処理に 務 量 に 応 じ た び業務量に応じた適切な び業務量に応じ 留軍等労働者への安定したサービス

配慮し、業務 適 切 な 人 員 の 人員配置となるよう努め た適切な人員配 の提供に配慮し、給与業務と福利厚

内容及び業務 配 置 が 行 わ れ 、要員縮減を実施した。 置となるよう努 生業務との横断的処理の試行対象支

量に応じた適 たかどうか め、要員縮減を 部でない沖縄支部のうち、総務課と

切な人員配置 実施した。 管理課（平成２７年７月に統合）に

となるよう努 おいて、類似業務の集約化を見据え

める。 て人員削減を行ったとのことである

。

その後、平成２７年７月の組織改
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編が行われ、本部・支部共に特に問

題なく業務運営が行われていること

を機構から確認しており、上記人員

削減による人員配置は適切であった

と認められる。

以上のことを踏まえ、目標を達成

しているものとしてＢ評定としたも

の。

４．その他参考情報
なし
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１．事務及び事業に関する基本情報
４－１－２ 人事に関する計画（研修計画）
当該項目の重要度、難易 － 関連する政策評価・行 行政事業レビュー番号：26年度-0251
度 政事業レビュー

２ ．主要な経年データ
評価対象となる指標 達成目標 基準値 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 （参考情報）

当該年度までの累積値
等、必要な情報

受講者に対するアン ９０％以上 ― 98.9％ 97.4％ 96.7％ 97.5％
ケート調査結果の満
足度

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価
職員養成研 職員の資質 職員養成研 <主な定量的指標指> <主要な業務実績> <評定と根拠> 評定 Ｂ

修等の着実な の向上等に資 修、実務研修 受講者の満足度 年間の研修計画を作成 評定：Ｂ <評定に至った理由>

実施を図るこ するため、職 等について、 し、機構において役職の 職員の資質の 平成２６年度の受講者満足度は

と。 員養成研修、 年間の研修計 <その他の指標> 階層別に実施する養成研 向上、円滑な業 ９７．５％であり、目標である９

実務研修等の 画を作成し、 年間の研修計画 修、実務に資するための 務運営及び更な ０％を大きく上回っている。法人

年間計画を作 効果的な実施 の作成状況及び効 業務研修を合計８件実施 るサービスの向 内部で実施する教育の充実や他省

成し、着実に を図ることに 果的な実施状況 、他省庁等が主催する研 上に資すること 庁の研修への参加など幅の広い計

実施する。 より、受講者 修について７３件に参加 を目的として、 画とし、また、アンケート結果を

に対するアン <評価の視点> させた。円滑な業務運営 研修計画の作成 検証し、研修カリキュラムの見直

ケート調査結 ・満足度９０％以 や更なるサービスの向上 や、過去のアン し（機構に確認したところ、例え

果の満足度が 上を達成している に資することを目的とし ケート調査結果 ば係長研修において在日米軍司令

９０％以上と かどうか て、過去のアンケート調 等を踏まえた研 部担当者による講義「米軍組織に

なるよう努め ・研修計画を作成 査結果における意見及び 修カリキュラム ついて」を追加する等）を実施し

る。 し、研修の効果的 機構業務におけるニーズ の見直しを行う ているとのことは評価できる。

な実施が図られる 等を踏まえ、研修カリキ ことより、研修 以上のことを踏まえ、目標を達

よう具体的措置が ュラムの見直しを行うこ の効果的な実施 成しているものとしてＢ評定とし

とられたかどうか とにより効果的な実施を を図った。 ま たもの。

図るべく努力した。 た、研修参加者

研修参加者全員に研修 全員に対しアン

内容に関するアンケート ケート結果を実

調査を実施し、研修参加 施した結果、９
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者の９７．５％から業務 ７．５％から業

遂行上「大変役立つ」又 務遂行上「大変

は「役立つ」という回答 役立つ」又は「

を得ており、満足度９０ 役立つ」という

％以上を達成した。 回答を得ており

、満足度９０％

以上を達成した

。

４．その他参考情報
なし
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１．事務及び事業に関する基本情報
４－２ 保有資産の見直し
当該項目の重要度、難易 － 関連する政策評価・行 行政事業レビュー番号：26年度-0251
度 政事業レビュー

２ ．主要な経年データ
評価対象となる指標 達成目標 基準値 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 （参考情報）

当該年度までの累積値等
、必要な情報

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価
支部・分室 支部・分室 ・支部・分室 <主な指標> <主要な業務実績> <評定と根拠> 評定 Ｂ

の見直し の見直し については、 支部・分室の 平成２３年度、機構に 評定：Ｂ <評定に至った理由>

・保有資産の ・保有資産の 最適な業務実 見直しの実施状 おける保有資産の有効活 平成２６年の 平成２６年度の実績は、平成２３

有効活用等の 有効活用等の 施体制の検討 況及びその他保 用の観点から、専門的知 評価委員会にお 年度に実施した保有資産の見直しに

観点から、各 観点から、機 結果や人員の 有資産の見直し 見を有する民間業者に調 ける評価結果を 係る調査・分析に関し、平成２５年

支部・分室に 構の７支部・ 状況を踏まえ の実施状況 査・分析を委託し、機構 踏まえ、平成２ 度業務実績評価における指摘に対す

ついて、職員 １分室につい 、必要に応じ 各支部・分室について① ３年度の３つの る結論を得ており、中期目標に向け

数に比して施 て、職員数に 、見直しを行 <評価の視点> 職員に比して施設規模が 観点から実施し た進展と判断できる。

設規模が過大 比して施設規 う。 支部・分室の 過大ではないか、②土地 た調査事項につ また、検証の結果、現状維持とし

でないか、土 模が過大でな ・また、その 保有資産の妥当 ・建物の売却等を行い、 いて検証を行い ているが、必要性や地価動向に関す

地・建物の売 いか、土地・ 他保有資産に 性・必要性につ 賃貸ビルへの入居による 、平成２３年時 る分析がなされていることは評価で

却等を行い、 建物の売却等 ついても、必 いて具体的な検 経費の抑制を図ることが の結論と同様と きる。

賃貸ビルへの を行い、賃貸 要に応じ、見 証を行ったかど できないか、また、③近 なったことから 以上のことを踏まえ、目標を達成

入居による経 ビルへの入居 直しを行う。 うか 傍に所在する地方防衛事 、現状のまま保 しているものとしてＢ評定としたも

費の抑制を図 による経費の 務所等の庁舎に入居でき 有・賃借を継続 の。

ることができ 抑制を図るこ ないかなど調査・分析を することとした

ないか、近傍 とができない 行った。 。

に所在する地 か、近傍に所 調査の結果は、

方防衛事務所 在する地方防 ①職員に比して施設規模 <課題と対応>

の庁舎に入居 衛事務所の庁 は過大であるかについて 平成２６年の

できないかな 舎に入居でき は、 評価委員会にお

どを早期に検 ないかなどを ⑴三沢支部、座間支部、 いて、土地・建

討し、結論を 平成２３年度 岩国支部、呉分室、佐世 物の売却等を行
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得て、所要の 中に検討し、 保支部においては、新営 い、賃貸ビルへ

措置を講ずる 結論を得る。 一般庁舎面積算定基準（ の入居による経

こと。 その結果を踏 官庁営繕関係基準類等の 費の抑制を図る

まえ、所要の 統一化に関する関係省庁 ことの可否及び

措置を講ずる 連絡会議（平成15年3月20 近傍に所在する

。 日決定））と比較して余 防衛事務所等の

・なお、検討 剰面積はなく、現行面積 庁舎に入居する

に当たっては は妥当。 ことの可否につ

、調査及び分 ⑵横田支部、横須賀支部 いて検証されて

析を外部に委 、沖縄支部においては、 いなかったとの

託して実施す 余剰面積が発生している 指摘を踏まえ、

るなど民間の が、来庁者の待合スペー 改めて検証を行

専門的知見を スやカウンターが専有部 ったところ、現

十分に活用す 分に含まれていること等 状のまま保有を

る。 を勘案すると施設規模は 継続することが

過大ではない。 妥当であるとし

②土地・建物の売却等を た平成２３年時

行い、賃貸ビルへの入居 の結論と同様で

による経費の抑制を図る あったことから

ことの可否については、 、エルモが保有

⑴三沢支部、座間支部、 又は賃借する支

岩国支部、佐世保支部に 部・分室の資産

おいては、売却による収 の見直しについ

入や削減される将来の修 て、現状のまま

繕・維持管理費よりも、 保有・継続する

今後見込まれる賃料等の こととした。

費用が高額であり、現況

のまま保有を継続するこ

とが妥当。

⑵横田支部、横須賀支部

、呉分室、沖縄支部にお

いては、現行賃料も概ね

市場水準であり、借換え

コストが多額になること

から、移転による経費の

抑制を図ることができな

い。

③近傍に所在する地方防

衛事務所等の庁舎に入居

することの可否について
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は、各地方防衛事務所等

に移転できる余剰スペー

スはなく、入居すること

はできない。

以上の調査結果となっ

た。

本年度において、職員

数に対して施設の規模が

過大ではないかについて

検証したところ、平成２

３年度と比較した結果、

大きな変動がなかったこ

とから、支部・分室の資

産の妥当性・必要性につ

いては特段の変更がない

とし、平成２４年度にお

ける方針と同様に現状の

まま保有・賃借を継続す

ることとした。

４．その他参考情報
なし
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１．事務及び事業に関する基本情報
４－３ 給与水準の適正化等
当該項目の重要度、難易 － 関連する政策評価・行 行政事業レビュー番号：26年度-0251
度 政事業レビュー

２ ．主要な経年データ
評価対象となる指標 達成目標 基準値 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 （参考情報）

当該年度までの累積値等
、必要な情報

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価
国家公務員 国家公務員 国家公務員 <主な指標> <主要な業務実績> <評定と根拠> 評定 Ｂ

の給与水準も の給与水準も の給与水準も 役職員給与の 「独立行政法人の事務 評定：Ｂ <評定に至った理由>

十分考慮し、 十分考慮し、 考慮し、役職 在り方の検証状 ・事業の見直しの基本方 給与水準の適 機構が役職員給与の在り方につい

手当を含め役 手当を含め役 員給与の在り 況及び適正化の 針」（平成２２年１２月 正化等について て検証した結果、機構は役職員が国

職員給与の在 職員給与の在 方を検証した 取組状況 ７日閣議決定）において は、国家公務員 家公務員の身分を有する行政執行法

り方を厳しく り方を厳しく 上で、目標水 、独立行政法人の給与水 の給与水準を考 人（平成２６年度までは、特定独立

検証した上で 検証した上で 準等を設定し <その他の指標> 準は国家公務員と同等の 慮して適切な見 行政法人）として、駐留軍等労働者

、目標水準等 、目標水準等 てその適正化 役職員給与の ものとなるよう努めるこ 直しを実施する の労務管理等事務を執行しており、

を設定してそ を設定してそ に取り組むと 在り方の検証結 ととされている。 とともに、その ①役員報酬については、その職責に

の適正化に計 の適正化に計 ともに、その 果及び適正化の 理事長については、各 検証結果や取組 相当すると考えられる国家公務員の

画的に取り組 画的に取り組 検証結果及び 取組状況の公表 府省の事務次官の給与に 状況を公表した 給与に準拠して決定する。②職員給

むとともに、 むとともに、 取組状況を公 状況 基づく額と比較すると７ 。 与については、一般職給与法に準拠

その検証結果 その検証結果 表する。 ７％となっている。 し国家公務員の給与水準と同等にな

や取組状況を や取組状況を また、政府 <評価の視点> 理事については、各府 るように努める。という役職員給与

公表すること 公表する。 における総人 政府決定に基 省の指定職俸給表１号俸 の水準設定の考え方は妥当と認めら

。 また、総人 件費削減の取 づき、役職員給 の年間報酬と比較すると れるとしており、防衛省としても妥

また、総人 件費について 組を踏まえて 与の在り方につ １００％であった。 当と考えている。

件費について も、政府にお 、役職員の給 いて、検証・適 監事については、国家 また、機構は、人事院勧告に基づ

も、政府にお ける総人件費 与について必 正化への取組・ 公務員の行政職(一)９級 く国家公務員の給与制度の改正を十

ける総人件費 削減の取組を 要な見直しを 公表が適切に行 の平均年間報酬と比較す 分考慮し、平成２６年度においても

削減の取組を 踏まえ、厳し 行う。 われたかどうか ると９９％であった。 、国家公務員の給与の改定を踏まえ

踏まえ、厳し く見直す。 職員については、国家 て俸給月額等の見直しを行い、役職

く見直すこと 公務員の給与水準を１０ 員給与の適正化に取り組んだ。
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。 ０とした場合の比較指数 役職員給与の水準については、ホ

は９３．３と国家公務員 ームページ等で公表した。

の給与水準を下回ってい 以上のことを踏まえ、目標を達成

る。 しているものとしてＢ評定としたも

人件費についても、前 の。

期中期目標期間の最終年

度である平成２２年度に

対し６．６％の抑制とな

っている。

「公務員の給与改定に

関する取扱いについて」

（平成２２年１１月１日

閣議決定）に基づき、役

職員の給与等の水準をホ

ームページ及び広報誌に

より公表した。

機構は特定独立行政法

人であり、役職員の身分

は国家公務員であること

から、給与等の支給基準

の制定・改定に当たって

は、人事院勧告に基づく

国家公務員の給与制度を

十分考慮し実施しており

、国家公務員の給与の改

定を踏まえ、役員報酬規

則及び職員給与規則を改

正し、以下の事項につい

て実施した。

・役員の俸給月額につい

て２００円から６００円

の引上げ

・職員の俸給表の水準を

平均０．３％引上げ（３

級以上の級の高位の号俸

及び再任用職員について

は改定なし）

・職員の平成２７年１月

１日における昇給の号俸

数を１号俸抑制
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・交通用具使用者に係る

通勤手当について、使用

距離の区分に応じて１０

０円から７，１００円の

引上げ

・役員の期末手当の支給

月数について０．１５月

分引上げ、３．１０月に

・職員の勤勉手当の支給

月数について０．１５月

分引上げ、４．１０月に

。

４．その他参考情報
なし
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１．事務及び事業に関する基本情報
４－４ 内部統制の充実・強化
当該項目の重要度、難易 － 関連する政策評価・行 行政事業レビュー番号：26年度-0251
度 政事業レビュー

２ ．主要な経年データ
評価対象となる指標 達成目標 基準値 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 （参考情報）

当該年度までの累積値等
、必要な情報

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価
内部統制に 内部統制に 内部統制に <主な指標> <主要な業務実績> <評定と根拠> 評定 Ｂ

ついては、更 ついては、更 ついては、内 内部統制事項 平成２６年５月に開催 評定：Ｂ <評定に至った理由>

に充実・強化 に充実・強化 部統制委員会 の適正な運用状 された平成２６年度内部 内部統制委員 自己評価では、内部統制の更なる

を図ること。 を図る。 の下、引き続 況及び必要に応 統制委員会においては、 会を開催し、内 充実・強化がどのように図られたの

き内部統制事 じた見直しの実 本部における会計に係る 部統制の更なる かが定かでないため、この点を機構

項（統制環境 施状況 新たな実施内容として、 充実・強化に向 に確認したところ、今年度の実績と

の整備、情報 「契約・経理業務の適切 けて内部統制事 して、平成２５年度の実施状況等に

セキュリティ <評価の視点> な処理に資するよう、企 項の実施状況に 係る検証や、新たにリスクの再点検

の確保、文書 内部統制につ 業会計システムに情報チ ついて、本部及 （リスクの網羅的洗い出し及び洗い

管理の徹底等 いて、適正な運 ェック機能を追加する等 び支部から報告 出したリスクの重要性の評価）に取

）の適正な運 用が行われると の改修を行い、業務処理 がなされ、審議 り組み、明白なリスクや潜在的リス

用を行う。 ともに、更なる の基盤整備を図った」な を行い、リスク クを明示したリスク分析表を取りま

充実・強化が図 ど、平成２５年度下半期 の網羅的洗い出 とめ、役職員に周知を図り、リスク

られたかどうか の本部・支部における内 しと洗い出した 管理意識を高めたとのことである。

部統制事項の実施状況に リスクの評価を また、監視委員から提出された平

ついて報告がなされ、審 行うことにより 成２５年度評価報告書の審議が行わ

議を行い、リスクの網羅 、リスクの再点 れ、各支部の内部統制の取組状況に

的洗い出しと洗い出した 検を実施した。 ついて本部・支部で情報共有される

リスクの評価を行うとい また、監視委 ことにより、機構のリスクの集約、

う、リスクの再点検を実 員から提出され 内部統制の強化に繋げることができ

施した。 た平成２５年度 たとのことであり、いずれも評価で

また、監視委員から提 評価報告書の審 きる。

出された平成２５年度評 議もなされた。 以上のことを踏まえ、目標を達成
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価報告書の審議がなされ しているものとしてＢ評定としたも

た。 の。

４．その他参考情報
なし
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（様式第２）

中期目標期間評価 評価の概要様式

１．評価対象に関する事項

法人名 独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構

効率化評価期間 平成２３～２６年度

２．評価の実施者に関する事項

主務大臣 防衛大臣

法人所管部局 地方協力局 担当課、責任者 労務管理課、課長 二又 知彦

評価点検部局 大臣官房 担当課、責任者 企画評価課、課長 萬浪 学

３．評価の実施に関する事項

機構の実情を踏まえた評価に資するため、理事長ほか役員ヒアリングを以下のとおり実施した。

・実施日：平成２７年８月１２日（水）

・場 所：役員会議室

・相手方：理事長 枡田一彦、理事 森 佳美、理事 瀬尾勝成、監事 山口洋子、監事 東海林伸興 ほか

・聴取者：地方協力局付・技術研究本部副本部長 佐竹 基

地方協力局労務管理課：課長 二又知彦、安全衛生室長 根本邦義、企画官 玉榮一邦 ほか

４．その他評価に関する重要事項

なし
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中期目標期間評価 総合評定様式

１．全体の評定

評定 Ｂ：全体としておおむね所期の目標を達成していると認められる。

（S、A、B、C、D）

評定に至った理由 項目別評定は２１項目全てがＢ評定であり、また、全体評定を引き下げる事象もなかったため、Ｂ評定と

した。

２．法人全体に対する評価

法人全体の評価 特に重大な業務運営上の課題は検出されておらず、全体として順調な組織運営が行われていると評価する。

３．課題、改善事項など

項目別評定で指摘し ・契約の適正化の推進に向けて引き続き検討（一者応札・応募の改善等）

た課題、改善事項 ・機構運営関係費に係る目標抑制率の達成とそのための予算管理

・メディアを活用した駐留軍等労働者の募集施策についての効果の検証・見直し

その他改善事項 なし

主務大臣による監督 なし

命令を検討すべき事

項

４．その他事項

監事等からの意見 特になし

その他特記事項 なし
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中期目標期間評価 項目別評定総括表様式

中期計画 年度評価 中期目標 項目別 備考

（中期目標） 期間評価 調書№

２３ ２４ ２５ ２６

年度 年度 年度 年度

Ⅰ．業務運営の効率化に関する事項

業務の効率化・要 （Ａ） （Ａ） （Ａ） Ｂ Ｂ 1-1-1

員縮減（人員の削減

状況等）

業務の効率化・要 （Ａ） （Ａ） （Ａ） Ｂ Ｂ 1-1-2

員縮減（業務・シス

テム最適化の実施）

最適な業務実施体 （Ａ） （－） （Ａ） Ｂ Ｂ 1-2

制の検討への参画

等

契約の点検・見直 （Ａ） （Ａ） （Ｂ） Ｂ Ｂ 1-3

し

経費の抑制 （Ａ） （Ａ） （Ａ） Ｂ Ｂ 1-4

Ⅱ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

駐留軍等労働者の （Ａ） （Ａ） （Ａ） Ｂ Ｂ 2-1

募集

駐留軍等労働者の （Ａ） （Ａ） （Ａ） Ｂ Ｂ 2-2-1

福利厚生施策（保

健指導等を有効に

実施するための健

康情報や環境の整

備）

駐留軍等労働者の （Ａ） （Ａ） （Ａ） Ｂ Ｂ 2-2-2

福利厚生施策（ア

スベストに係る労

働者災害補償制度

等の周知）

駐留軍等労働者の （Ａ） （Ａ） （Ａ） Ｂ Ｂ 2-2-3
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福利厚生施策（駐

留軍等労働者への子

育て支援）

駐留軍等労働者の （Ａ） （Ａ） （Ａ） Ｂ Ｂ 2-2-4

福利厚生施策（退

職準備研修の効果

的な実施）

駐留軍等労働者の （Ａ） （Ａ） （Ａ） Ｂ Ｂ 2-2-5(1)

福利厚生施策（駐

留軍等労働者のメン

タルヘルス対策）

駐留軍等労働者の （－） （－） （－） Ｂ Ｂ 2-2-5(2)

福利厚生施策（基

地内窓口の設置に

係る具体的な方法

等の調整及び検討）

駐留軍等労働者の給 （Ａ） （Ａ） （Ａ） Ｂ Ｂ 2-3

与その他の勤務条件

等に係る調査及び分

析並びに改善案の作

成

Ⅲ．財務内容の改善に関する事項

予算、収支計画及 （Ａ） （Ａ） （Ａ） Ｂ Ｂ 3-1

び資金計画

不要財産又は不要 （Ａ） （－） （－） － Ｂ 3-2

財産となることが

見込まれる財産の

処分に関する計画

Ⅳ．その他の事項

人事に関する計画 （Ａ） （Ａ） （Ａ） Ｂ Ｂ 4-1-1

(適切な人員配置)

人事に関する計画 （Ａ） （Ａ） （Ａ） Ｂ Ｂ 4-1-2

（研修計画）

ほう賞事業の見直 （Ａ） （－） （－） － Ｂ 4-2
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し

保有資産の見直し （Ａ） （Ａ） （Ｂ） Ｂ Ｂ 4-3

給与水準の適正化 （Ａ） （Ａ） （Ａ） Ｂ Ｂ 4-4

等

内部統制の充実・ （Ａ） （Ａ） （Ａ） Ｂ Ｂ 4-5

強化

※重要度を「高」と設定している項目については各評語の横に「○」を付す。

難易度を「高」と設定している項目については各評語に下線を引く。

※中期目標期間で経年表示する。
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中期目標期間 項目別評定調書様式

１．事務及び事業に関する基本情報

１－１－１ 業務の効率化・要員縮減（人員の削減状況等）

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行 行政事業レビュー番号：23年度-0340、2

政事業レビュー 4年度-0487、25年度-0389、26年度-0251

２ ．主要な経年データ

評価対象となる指標 達成目標 基準値 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 （参考情報）

当該年度までの累積値

等、必要な情報

人員数（人） － 316 310 304 298 291 当該年度までの累積値

削減率（％） 前中期目標期間 － 2.0% 2.0% 2.0% 2.0% 8.0％

の期末人員数に

対して本中期目

標期間の各年度

平均２％以上削

減

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、自己評価及び主務大臣による評価

中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価

業務の一層の効 業務の一層の効 <主な定量的指標> <主要な業務実績> <自己評価> 評定 Ｂ

率的かつ効果的な 率的かつ効果的な 人員の削減状況 前期中期目標期間の 評定：Ｂ <評定に至った理由>

実施を図る観点か 実施を図る観点か （平成２２年度末 期末（平成２２年度末） 前期中期目標期間の 中期目標・中期計画で定める業務

ら、米軍再編の動 ら、米軍再編の動 を基準とした削減 時点での人員数３１６ 期末（平成２２年度末） の徹底した効率化を行い、前期中期

向 等 も 踏 ま え つ 向等も踏まえつつ、 割合） 人に対し、平成２６年 時点での人員数３１６ 目標期間の期末の人員数に対して各

つ、業務の徹底し 管理部門の簡素化、 度末の人員数を２９１ 人に対し、平成２６年 年度２％の要員縮減を実施すること

た効率化を行い、 効率的な運営体制 <その他の指標> 人とし、中期目標で掲 度末の人員数を２９１ について、毎年度、駐留軍等労働者

前中期目標の終期 の確保、アウトソ 平成２５年１２ げられた１５％（４年 人とし、中期目標で掲 の労務管理等業務の円滑な業務処理

（平成２２年度末） ーシングの活用等 月２４日閣議決定 間で１２％）を目標と げられた１５％（４年 に影響を与えることがないよう留意

の 人 員 数 に 対 し により、業務の徹 を踏まえた、①本 して１０％（４年間で 間で１２％）を目標と しつつ、業務の集約化等を行い、４

て、本中期目標の 底した効率化を行 部組織の部課の統 ８％）以上（２５人、 して１０％（４年間で 年間で８％に相当する２５人の人員

終期（平成２７年 い、前中期目標の 合、②支部組織の ８％）の要員縮減を実 ８％）以上（２５人、 削減を行っており、目標の水準を満

度末）までに１５ 終期（平成２２年 フラット化、③期 施した。 ８％）の要員縮減を達 たしていると評価できることからＢ

％を目標として１ 度末）の人員数に 間業務職員の更な 「独立行政法人改革 成した。 評定としたもの。
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０ ％ 以 施 す る こ 標の終期（平成２ る活用に係る措置 等に関する基本的な方 また、「独立行政法 なお、「独立行政法人改革等に関す

と。 ７年度末）までに についての検討及 針」（平成２５年１２ 人改革等に関する基本 る基本的な方針」に定められた事項

その際、管理部 １５％を目標とし び平成２７年度の 月２４日閣議決定）を 的な方針」（平成２５ に係る検討・準備については、１－

門の簡素化、効率 て１０％以上の要 業務開始に向けた 受けて平成２７年７月 年１２月２４日閣議決 ２「最適な業務実施体制の検討への

的な運営体制の確 員縮減を実施する 所要の準備状況 の組織改編に向け、支 定）を受け、平成２７ 参画等」において評価する。

保、アウトソーシ ため、本中期目標 部組織をフラット化す 年７月からの組織改編

ングの活用等を実 の期間中の各年度 <評価の視点> るため給与業務と福利 に向け、具体的な方針

施すること。 について平均２％ 目標・計画によ 厚生業務との横断的処 を決定し、支部組織を

以上の要員縮減を る人員の削減が着 理を試行するなどの準 フラット化するため給

実施する。 実に実施されたか 備を行った。 与業務と福利厚生業務

・本部については、 どうか 報告書Ｐ１１ との横断的処理を試行

管理部門が行って するなどの準備を行っ

いる組織の運営及 た。

び管理に係る業務 なお、常勤理事２名

を中心とした業務 のうち１名を非常勤化

の更なる集約化等 する措置については、

により、段階的に 国と連携し、理事２名

係の統合等を実施 の業務分担を見直し、

する。 時期を前倒しし、平成

・支部については、 ２６年１０月から常勤

支部間の業務効率 理事２名のうち１名を

を勘案し、在日米 非常勤理事とし、採用

軍や駐留軍等労働 した。

者へのサービスの

低下を招かないよ

う配慮しつつ、段

階的に課・係の統

合等を実施する。

４．その他参考情報

なし
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１．事務及び事業に関する基本情報

１－１－２ 業務の効率化・要員縮減（業務・システム最適化の実施）

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行 行政事業レビュー番号：23年度-0340、24

政事業レビュー 年度-0487、25年度-0389、26年度-0251

２ ．主要な経年データ

評価対象となる指標 達成目標 基準値 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 （参考情報）

当該年度までの累積値

等、必要な情報

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、自己評価及び主務大臣による評価

中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価

業務の一層の効 業務の一層の効 <主な指標> <主要な業務実績> <自己評価> 評定 Ｂ

率的かつ効果的な 率化を図るため、 次期システムの 機構が保有する情報シ 評定：Ｂ <評定に至った理由>

実施を図る観点か 業務・システム最 在り方の検討及び ステムの換装時期（平成 次期システムの在 次期システムの在り方の検討及び設

ら、米軍再編の動 適化指針（ガイド 新たな「業務・シ ２６年度）に合わせて、 り方の検討について、 計・開発については、以下のとおり計

向 等 も 踏 ま え つ ライン）（平成１ ステム最適化」の 次のとおり次期システム 機構が保有する情報 画的に進めた。

つ、業務の徹底し ８年３月３１日各 実施状況 の在り方を検討した。 システムの換装時期 ・平成２３年度：次期システムの在り

た効率化を行い、 府省情報化統括責 ①在日米軍従業員管理シ （平成２６年度）に 方検討

前中期目標の終期 任者（ＣＩＯ）連 <その他の指標> ステムにおいて、新たに 合わせて計画どおり ・平成２４年度：仕様書（案）作成、

（平成２２年度末） 絡会議決定）に基 情報セキュリテ 取り入れるべき業務等の に実施した。 見積り等

の 人 員 数 に 対 し づき、機構が保有 ィの強化の実施状 聞き取り及び業務のフロ また、次期システ ・平成２５年度：平成２６年度概算要

て、本中期目標の する情報システム 況 ー表の作成のため全支部 ム構築については、 求、パブリックコメント、入札公告、

終期（平成２７年 の換装時期（平成 を対象にアンケート調査 計画どおりに設計・ 審査・契約手続

度末）までに１５ ２６年度）に合わ <評価の視点> ・現地調査実施 開発を推進した。 ・平成２６年度：システム再構築（設

％を目標として１ せて、次期システ ・次期システムの ②在日米軍従業員管理シ 情報セキュリティ 計、開発等）、平成２７年度概算要求

０％以上の要員縮 ムの在り方を検討 在り方の検討及び ステム再構築方針作成 教育等について、計 ・平成２７年度：新旧システム並行稼

減 を 実 施 す る こ し、新たな「業務 新たな「業務・シ ③次期システムの仕様書 画どおりに実施し、 働、次期システム本稼働

と。 ・ シ ス テ ム 最 適 ステム最適化」が 案作成 情報セキュリティの 情報セキュリティについては、情報

その際、管理部 化」を実施する。 計画的に実施され ④次期システムの仕様書 強化を図った。 セキュリティ監督検査及び情報セキュ

門の簡素化、効率 また、機構の情 たかどうか。 案を基に所要額積算 また、情報セキュ リティ教育の実施計画を策定の上、専
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的な運営体制の確 報セキュリティの ・情報セキュリテ ⑤次期システムの調達計 リティ対策について、 門的知見を有する業者による情報セキ

保、アウトソーシ 強化を図るため、 ィの強化が図られ 画書公表 政府機関における情 ュリティの検査（機構によれば、政府

ングの活用等によ 情報セキュリティ たかどうか ⑥次期システムの仕様書 報セキュリティ対策 機関における情報セキュリティ対策を

り、実施すること。 対 策 の 推 進 を 図 案に対する意見招請（パ を踏まえて、情報セ 踏まえた機構の情報セキュリティ対策

る。 ブリックコメント）実施。 キュリティ対策基準 基準に基づき、政府機関と同様、シス

そして、平成２６年１ の見直しを行い、適 テム機器等について脆弱性対策の状況

月から本件に係る入札公 切に対応した。 を定期的に確認しているとのこと）及

告を官報に掲載し、３月 び全役職員を対象にした教育を着実に

末に総合評価落札方式に 実施することによって、情報セキュリ

より契約相手業者を決 ティの確保に努めた。

定。同年４月１日、契約 情報セキュリティ規定については、

を締結し、次期システム 政府機関の情報セキュリティ対策のた

構築のための設計・開発 めの統一基準の改正に併せて、機構の

を開始した。 情報セキュリティ対策基準を見直し、

次期システム構築にお 情報セキュリティ対策の強化を図っ

ける設計・開発に当たっ た。

ては、設計・開発のスケ 以上の点から、当該業務に対する目

ジュール管理を徹底する 標の水準を満たしていると評価できる

ために、「在日米軍従業 ことからＢ評定としたもの。

員管理システムの再構築

監理プロジェクトチー

ム」を設置した。

同プロジェクトチーム

を筆頭に定期的に会議を

開催することで、積極的

に進捗管理を推進させ、

平成２７年７月からの本

格運用に向けて、計画ど

おりに設計・開発を推進

した。

機構における情報セキ

ュリティの確保を図るた

め、情報システムを利用

する役職員等に対し情報

セキュリティを遵守さ

せ、また情報セキュリテ
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ィ対策の重要性など必要

な知識を習得させるため

に、情報セキュリティ監

督検査及び情報セキュリ

ティ教育の実施計画を策

定した。

この実施計画に基づ

き、本部において専門的

知見を有する業者による

情報セキュリティの検査

を実施し、また情報セキ

ュリティ教育について

は、全役職員を対象にし

た教育を着実に実施する

ことによって、情報セキ

ュリティの確保に努め

た。

情報セキュリティ規定

については、政府機関に

おける情報セキュリティ

対策を踏まえて対策を講

じるため、政府機関の情

報セキュリティ対策のた

めの統一基準の改正に併

せて、機構の情報セキュ

リティ対策基準を見直

し、情報セキュリティ対

策の強化を図った。

報告書Ｐ１４

４．その他参考情報

なし
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１．事務及び事業に関する基本情報

１－２ 最適な業務実施体制の検討への参画等

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行 行政事業レビュー番号：23年度-0340、24

政事業レビュー 年度-0487、25年度-0389、26年度-0251

２ ．主要な経年データ

評価対象となる指標 達成目標 基準値 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 （参考情報）

当該年度までの累積値

等、必要な情報

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、自己評価及び主務大臣による評価

中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価

「平成２２年度 「平成２２年度 <主な指標> <主要な業務実績> <自己評価> 評定 Ｂ

末に中期目標期間 末に中期目標期間 平成２５年１２ 中期目標で掲げられ 評定：Ｂ <評定に至った理由>

が終了する独立行 が終了する独立行 月２４日閣議決定 た現在の業務実施体制 中期目標で掲げられ 国による最適な業務実施体制を検討

政法人の主要な事 政法人の主要な事 を踏まえた、①本 をゼロベースで見直し、 た現在の業務実施体制 することへの参画については、平成２

務及び事業の改廃 務及び事業の改廃 部組織の部課の統 国自ら実施することも をゼロベースで見直し、 ５年度の独立行政法人改革に関する分

に関する勧告の方 に関する勧告の方 合、②支部組織の 含め、最適な業務実施 国自ら実施することも 科会における議論も踏まえつつ、国と

向性について」（平 向性について」（平 フラット化、③期 体制を検討することへ 含め、最適な業務実施 ともに検討を行った。

成２２年１１月政 成２２年１１月政 間業務職員の更な の参画については、平 体制を検討することへ また、平成２５年１２月２４日の閣

策評価・独立行政 策評価・独立行政 る活用に係る措置 成２５年度の独立行政 の参画については、平 議決定を受け、支部組織のフラット化

法人評価委員会） 法人評価委員会） についての国と連 法人改革に関する分科 成２５年度の独立行政 について、横断的処理の試行等を行っ

を踏まえ、国によ を踏まえ、国によ 携した検討の実施 会における議論も踏ま 法人改革に関する分科 たとしているが、その他の事項の検討

る機構の最適な業 る機構の最適な業 状況 えつつ、国とともに検 会における議論も踏ま 状況が明らかでないため、これを機構

務実施体制の検討 務実施体制の検討 討を行った。 えつつ、国とともに検 に確認したところ、①本部組織の部課

（現在の業務実施 （現在の業務実施 <その他の指標> また、「独立行政法 討を行った。その結果、 の統合については、「企画調整部」と

体制をゼロベース 体制をゼロベース 国による最適な 人改革等に関する基本 機構については、国の 「管理部」を統合することで組織とし

で見直し、国自ら で見直し、国自ら 業務実施体制の検 的な方針」（平成２５ 判断と責任の下で、国 ての決定がなされた。③期間業務職員

実施することを含 実施することを含 討についての参画 年１２月２４日閣議決 及び在日米軍と密接な の更なる活用に係る措置については、

め、トータルコス め、トータルコス 状況及び最適な業 定）を受けて、平成２ 連携を図りつつ、駐留 ４つの常勤ポストに対して期間業務職

ト、業務効率等か ト、業務効率等か 務実施体制への移 ５年度に案を策定した 軍等労働者の雇入れ、 員の配置調整を行ったとのことであ
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ら見て、最適な業 ら見て、最適な業 行のための所要の 平成２７年７月の組織 提供、労務管理、給与 る。

務実施体制につい 務実施体制につい 措置の実施状況 改編に向け、支部組織 及び福利厚生など、真 以上の点から、平成２７年度の組織

て検討することを て検討することを をフラット化するため に必要な業務・事業に 改編に向けた準備がなされており、当

いう。）について、 いう。）について、 <評価の視点> 給与業務と福利厚生業 限定して、引き続き実 該目標の水準を満たしていると評価で

これに積極的に参 より効率的・効果 ・閣議決定事項の 務との横断的処理を試 施すべきとの結論を得 きることからＢ評定としたもの。

画するとともに、 的な業務の在り方 検討が適切に行わ 行するなどの準備を行 たことから、独立行政

その結論に則した の観点から、機構 れたかどうか。 った。 法人改革に係る閣議決

所要の措置を確実 の業務内容や業務 ・国による最適な 報告書Ｐ１９ 定事項の実施に向けた

に実施すること。 量等の実態調査を 業務実施体制の検 準備を行った。

外部に委託して実 討への参画や最適

施するなどしてこ な業務実施体制へ

れに積極的に参画 の移行のための所

する。 要の措置が適切に

・また、国が外部 行われたかどうか。

有識者を交えつつ

検討して出した結

論に則して、最適

な業務実施体制へ

の移行のための所

要の措置を確実に

実施する。

４．その他参考情報

なし
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１．事務及び事業に関する基本情報

１－３ 契約の点検・見直し

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行 行政事業レビュー番号：23年度-0340、24

政事業レビュー 年度-0487、25年度-0389、26年度-0251

２ ．主要な経年データ

評価対象となる指標 達成目標 基準値 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 （参考情報）

当該年度までの累積値等、

必要な情報

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、自己評価及び主務大臣による評価

中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価

「独立行政法人 「独立行政法人 <主な指標> <主要な業務実績> <自己評価> 評定 Ｂ

の契約状況の点検 の契約状況の点検 契約監視委員会 毎年、契約監視委員会 評定：Ｂ <評定に至った理由>

・ 見 直 し に つ い ・ 見 直 し に つ い を通じた契約状況 を開催し、競争性のない 一者応札・一者応 一者応札・一者応募となっている案

て」（平成２１年 て」（平成２１年 の点検・見直しに 随意契約、一者応札・一 募となっている職場 件のうち、「職場生活に係る相談業務」

１１月１７日閣議 １１月１７日閣議 よる契約の適正化 者応募となった契約等に 生活に係る相談業務 については、仕様内容の見直しを行い、

決定）に基づく取 決定）に基づく取 の推進状況 ついての点検・見直しを については、「在日米 競争性の確保に向けた措置が執られて

組を着実に実施す 組を着実に実施す 行った。 軍に関係する業務の おり、契約の適正化の推進が図られて

ることにより、契 ることにより、契 <その他の指標> 同委員会からのコメン 経験を３年以上有す いると評価できる。

約の適正化を推進 約の適正化を推進 ・契約状況の点検 トを受け、仕様書の見直 る者」を仕様要件か 他方、「成人病予防健康診断」につい

し、業務運営の効 し、業務運営の効 ・見直しの結果等 し及びＰＲ方策を検討し ら削除することとし、 て、「他の企業で実施する健康診断スケ

率化を図ること。 率化を図る。 の公表状況 た。 仕様内容の見直しを ジュールの関係から対応できない。」と

また、密接な関係 また、密接な関係 平成２６年度には、一 行った。今後も応札 いう業者の入札不参加理由が確認され

にあると考えられ にあると考えられ <評価の視点> 者応札・一者応募となっ 状況を注視し、現在 たが、この点については、駐留軍等労

る法人との契約に る法人との契約に ・契約監視委員会 た「職場生活に係る相談 実施している取組（入 働者の利便性に配慮し、国が行う定期

当たっては、一層 当たっては、一層 を通じた契約状況 業務」については、「在 札公告期間の十分な 健康診断とスケジュールを合わせてお

の透明性の確保を の透明性の確保を の点検・見直しに 日米軍に関係する業務の 確保、入札公告掲示 り、スケジュールの調整が困難である

追求し、情報提供 追求し、情報提供 よる契約の適正化 経験を３年以上有する 箇所の拡大及び調達 ことから、今後は、新たな入札参加業

の在り方を検討す の在り方を検討す が推進されたかど 者」を仕様要件から削除 概要の通年掲示）を 者の掘り起こしのため、積極的なＰＲ

る。 る。 うか することとし、仕様内容 継続しつつ、新たな 方策を行う等、更なる競争性の確保に
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・契約状況の点検 の見直しを行った。今後 ＰＲ方策について引 取り組むこととしている。

・見直しの結果等 も応札状況を注視し、現 き続き検討をしてい また、契約監視委員会での点検・見

が適切に公表され 在実施している取組（入 くこととした。 直しの結果等についてホームページに

たかどうか 札公告期間の十分な確 また、契約管理委 公表されており、当該目標の水準を満

・密接な関係にあ 保、入札公告掲示箇所の 員会での点検・見直 たして

ると考えられる法 拡大及び調達概要の通年 しの結果等について、 いると評価できることからＢ評定とし

人との契約に係る 掲示）を継続しつつ、新 議事概要及び具体的 たもの。

情 報 提 供 に つ い たなＰＲ方策について引 な取組内容（入札公

て、適切に対応し き続き検討していくこと 告期間の十分な確保、 <指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策>

たかどうか とした。 公告周知方法の改善、 一者応札・一者応募となっている「成

報告書Ｐ２２ 業者等からの聴取り 人病予防健康診断」の改善及び契約監

及び競争参加資格の 視委員会からコメントのあったＰＲ方

拡大）の状況をホー 策等については、引き続き契約の適正

ムページに公表した。 化の推進に向けて検討を行う必要があ

る。

<課題と対応>

平成２６年度にお

いて、一者応札・一

者応募となった「職

場生活に係る相談業

務」の仕様内容につ

いて見直しを行った

た。

本件は、これまで

基地内の組織・業務

・職場のルール、駐

留軍等労働者独自の

制度等を熟知してい

る者が対応すべきと

の判断の下、相談員

は「在日米軍に関係

する業務の経験を３

年以上有する者」と

の条件を付して外部

委託をしていた。
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しかし、平成２５

年度の相談内容を大

別すると事務的な照

会等が多くを占めて

いる等の理由から「在

日米軍に関係する業

務の経験を３年以上

有する者」の条件は

必ずしも必要とは限

らないと考え、仕様

条件から除くことと

した。

また、契約監視委

員会での点検・見直

しの結果等について、

議事概要及び具体的

な取組内容（入札公

告期間の十分な確保、

公告周知方法の改善、

業者等からの聴取り

及び競争参加資格の

拡大）の状況をホー

ムページに公表した。

４．その他参考情報

なし
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１．事務及び事業に関する基本情報

１－４ 経費の抑制

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行 行政事業レビュー番号：23年度-0340、24

政事業レビュー 年度-0487、25年度-0389、26年度-0251

２ ．主要な経年データ

評価対象となる指標 達成目標 基準値 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 （参考情報）

当該年度までの累積値

等、必要な情報

機構運営関係費（百万円） 2,745 － － － 2,469

抑制率（％） 前期中期目標期間の － － － － 10.0% 機構運営関係費に係る達成目

最終年度（平成22年 標は、中期目標期間の最終年度

度）を基準として、 が平成２６年度となったため、

中期目標期間の最終 「９％」を「７．２％」（９％

年度（平成27年度） ÷５年×４年＝７．２％）とす

までに9％の縮減 る。

うち、人件費（百万円） － 2,077 2,030 1,846 1,829 1,938

抑制率（％） 前期中期目標期間の － 2.3% 5.6% 4.0% 1.6%

最終年度（平成22年

度）を基準として、

中期目標期間の経過

年度を平均して人件

費2％の抑制

うち、物件費（百万円） － 668 510 546 584 531

抑制率（％） 前期中期目標期間の － 23.7% 9.2% 4.2% 5.1%

最終年度（平成22年

度）を基準として、

中期目標期間の経過

年度を平均して物件

費1％の抑制
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３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、自己評価及び主務大臣による評価

中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価

人件費（退職手 人件費（退職手 <主な定量的指標> <主要な業務実績> <自己評価> 評定 Ｂ

当を除く。）を含 当を除く。）を含 ・機構運営関係費 人件費について、平 評定：Ｂ <評定に至った理由>

む機構運営関係費 む機構運営関係費 の抑制状況（平成 成２６年度は、平成２ 機構運営関係費とし 平成２６年度において、人件費の制

について、前期中 について、前期中 ２２年度を基準と ２年度に対し６．６％ ては、平成２２年度に 率が１．６％となり、目標である２％

期目標期間の最終 期目標期間の最終 した抑制割合） を抑制となったが、平 対し、抑制率１０％と には至らなかったが、機構運営関係費

年度（平成２２年 年度（平成２２年 ・人件費の抑制状 成２６年度までの経過 なり、中期計画で掲げ としては、平成２２年度に対し抑制率

度）を基準として、 度）を基準として、 況（平成２２年度 年度の平均で１．６％ られている抑制率（９ が１０％となり、目標である７．２％

中期目標期間の最 中期目標期間の最 人件費を基準とし の抑制となり、中期目 ％÷５年×４年＝７． （９％÷５年×４年＝７．２％）を超

終年度（平成２７ 終年度（平成２７ た抑制割合） 標計画で掲げられてい ２％）を達成した。 えている。

年度）までに９％ 年度）まで９％の ・物件費の抑制状 る抑制率（２．０％） 機構運営関係費につ また、機構運営関係費の確認及び官

の 縮 減 を 図 る こ 縮減を図るため、 況（平成２２年度 を達成できなかった。 いて、各四半期ごとの 民競争入札等の導入について、各年度

と。ただし、新規 業務運営体制の見 人件費を基準とし 物件費について、各 予算の執行状況の確認 における状況を踏まえた検討がなされ

に 追 加 さ れ る も 直しによる人員数 た抑制割合） 種経費の計画的・効率 を行うこと等、自己評 ており、以上を総括すると、当該目標

の、拡充分は除く。 の削減等により、 的執行と併せ、地道な 価を実施した。また、 の水準を満たしていると評価できるこ

なお、機構運営 各年度平均して人 <その他の指標> 節約努力により、平成 契約更改の見直し等に とからＢ評定としたもの。

関 係 費 に つ い て 件費２％、物件費 ・機構運営関係費 ２６年度までの経過年 より経費節減の取組を

は、経費節減の余 １ ％ の 抑 制 を 図 の自己評価の実施 度の平均で５．１％の 実施した。 <課題と改善方策>

地がないかについ る。ただし、新規 状況及び適切な見 抑制となり、中期目標 「公共サービス改革 機構運営関係費に係る抑制率が一部

て自己評価を行っ に 追 加 さ れ る も 直しの実施状況 計画で掲げられている 基本方針」が策定され 未達となったが、平成２７年度以降、

た上で、適切な見 の、拡充分は除く。 ・官民競争入札等 抑制率（１．０％）を る際、機構において官 目標達成ができるよう予算管理を厳格

直しを行うこと。 なお、機構運営 の導入の検討状況 達成した。 民競争入札等に付すこ に行っていただきたい。

また、官民競争 関 係 費 に つ い て 機構運営関係費の見 とにより業務の質の維

入札等の積極的な は、経費節減の余 <評価の視点> 直しについては、経費 持・向上及び経費節減

導入を推進し、業 地がないかについ ・目標・計画によ 削減への取組について できるものがないか検

務の質の維持・向 て自己評価を行っ る機構運営関係費、 周知したほか、計画・ 討したところ、労務管

上及び経費節減の た上で、適切な見 人件費及び物件費 進捗状況について、各 理等事務の性質上、民

一層の推進を図る 直しを行う。 の抑制が図られた 四半期毎の予算の執行 間委託（アウトソーシ

こと。 また、官民競争 かどうか 状況の確認を行ったと ング）は適当ではなく、

入札等の積極的な ・経費の抑制に向 ころ、不要不急などの また、一定金額以上の

導入を推進し、業 けた自己評価等の 不適正な経費の執行は 契約は既に一般競争入

務の質の維持・向 取組が行われたか 見当たらなかった。 札に付していることか

上及び経費節減の どうか 機構における官民競 ら、新たに官民競争入
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一 層 の 推 進 を 図 ・官民競争入札等 争入札等については、 札等に付す事案は見当

る。 の導入の検討が適 毎年閣議決定される「公 らなかった。

切に行われたかど 共サービス改革基本方

うか 針」に基づき、市場化 <課題と対応>

テストとして「機構情 人件費については、

報システム運用管理業 前中期目標の最終年度

務」を民間競争入札に （平成２２年度）に対

より実施した。 し、６．６％の抑制を

また、「公共サービ したものの、長期にわ

ス改革基本方針」が策 たる人員削減による各

定される際、機構にお 職場の加重負担を考慮

いて官民競争入札等に した反面、年度当初の

付すことにより業務の 経費抑制のための対策

質の維持・向上及び経 が不十分であったため、

費節減できるものがな 経過年度平均抑制率は、

いか検討を行った。 １．６％となり目標の

報告書Ｐ２９ 抑制率（２％）は未達

となった。

本件は、年度当初の

経費抑制のための対策

が不十分であったこと

によるものであること

から、平成２７年度以

降については、目標達

成ができるよう予算管

理を厳格に行っていく

こととする。

４．その他参考情報

なし
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１．事務及び事業に関する基本情報

２－１ 駐留軍等労働者の募集

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行 行政事業レビュー番号：23年度-0340、24

政事業レビュー 年度-0487、25年度-0389、26年度-0251

２ ．主要な経年データ

評価対象となる指標 達成目標 基準値 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 （参考情報）

当該年度までの累積値

等、必要な情報

紹介率（％） 年度平均90％以上 － 95.1% 92.5% 94.9% 94.1% 前中期目標期間平均値

92.5%

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、自己評価及び主務大臣による評価

中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価

在日米軍からの 在日米軍からの <主な定量的指標> <主要な業務実績> <自己評価> 評定 Ｂ

労務要求に迅速か 労務要求に迅速か 在日米軍に対す 労務要求書受理後１ 評定：Ｂ <評定に至った理由>

つ的確に対応する つ的確に対応する る紹介状況（１か か月以内に資格要件を メディアを活用した 労務要求書受理後１か月以内に資格

ため、労務要求書 ため、労務要求書 月以内に紹介した 満たす者を在日米軍に 効率的な募集の強化・ 要件を満たす者を在日米軍に紹介する

受理後１か月以内 受理後１か月以内 割合） 紹介する率は、４年間 促進及び大学訪問や企 率は４年間平均で９４．２％となり、

に資格要件を満た に資格要件を満た 平均で９４．２％とな 業説明会の参画による 目標・計画による紹介率９０％以上を

す者を在日米軍に す者を在日米軍に <その他の指標> った。 募集体制の強を図り、 維持した。

紹介する率につい 紹介する率につい ・メディアを活用 各種メディアを活用 周知活動に努めた結果、 また、各種メディアを活用した効率

て、本中期目標の て、本中期目標の した効率的な募集 し、効率的な募集の促 中期目標の期間（平成 的な募集に努めてきており、その促進

期間において平均 期間（平成２３年 の促進状況 進を図ってきたところ ２７年３月３１日まで が図られたと認められる。

９０％以上を維持 ４月１日から平成 ・大学訪問や企業 であり、主な活用状況 の４年間）における紹 このほか、在日米軍が求める高度な

するよう努めるこ ２８年３月３１日 説明会への参画な は次のとおりである。 介率は平均９４．２％ 技術力を有する優秀な人材の確保のた

と。 までの５年間）に どの募集体制の強 ①ポスター となり、中期計画の紹 め、大学訪問や企業説明会への参加が

おいて平均９０％ 化状況 毎年度掲示している 介率平均９０％以上の 行われた。

以上の維持に努め 公共職業安定所、学校 維持を達成した。 以上のことを踏まえ、当該目標の水準

る。 <評価の視点> 等に加え、駅へのポス を満たしていると評価できることからＢ評

・この目標を達成 ・目標・計画によ ター掲示については、 定としたもの。

するため、各種メ る紹介率９０％以 座間支部及び岩国支部
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ディアを活用して 上を維持している において実施し、岩国 <指摘事項等>

効率的な募集の促 かどうか 支部においてはバス停 平成２５年度業務実績評価におい

進を図る。 ・各種メディアを 留所やバス及び電車車 て、メディアを活用した募集施策につ

活用して効率的な 内にも掲示を実施した。 いてどのような施策が効果的であるか

募集の促進が図ら さらに、沖縄支部にお 数値的に検証を行うなど、継続的な見

れたかどうか いてはバスの側面に広 直しが必要と指摘されている。

・募集体制が強化 告する広報活動を実施 また、平成２７年度事業計画におい

されたかどうか・ した。 ては、引き続き効果的な募集を実施し

②パンフレット ていくため、応募者へのアンケートを

パンフレットを地方 実施するとしているので、確実に取り

自治体や大学などに配 組んでいただきたい。

布した。

③求人情報誌（沖縄）

沖縄支部において、

求人情報誌（無料配布）

に掲載することにより

周知徹底を図った。

④ラジオ（横須賀、沖

縄）

横須賀支部及び沖縄支

部において、地元ラジオ

局を活用し、機構の募集

業務をＰＲした。

⑤応募システム

平成２６年度から応

募者の利便性の向上及

びインターネットによ

る募集の拡大を目指し

た応募システムの運用

を開始した。

大学訪問については、

横田支部、佐世保支部

及び沖縄支部において

は、支部近隣の大学へ

の訪問を実施した。さ

らに、横須賀支部にお
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いては、船舶関係の学

部を有する近隣及び遠

方の大学への訪問も実

施した。

企業説明会について

は、三沢支部、横田支

部、横須賀支部、座間

支部、岩国支部及び沖

縄支部において、企業

説明会に参加し、募集

業務を実施した。

報告書Ｐ３５

４．その他参考情報

なし
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１．事務及び事業に関する基本情報

２－２－１ 駐留軍等労働者の福利厚生施策（保健指導等を有効に実施するための健康情報や環境の整備）

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行 行政事業レビュー番号：23年度-0340、24

政事業レビュー 年度-0487、25年度-0389、26年度-0251

２ ．主要な経年データ

評価対象となる指標 達成目標 基準値 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 （参考情報）

当該年度までの累積値等、

必要な情報

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、自己評価及び主務大臣による評価

中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価

駐留軍等労働者 駐留軍等労働 <主な指標> <主要な業務実績> <自己評価> 評定 Ｂ

の福利厚生施策に 者の福利厚生施 ・健康診断結果の 産業医の意見を聴取 評定：Ｂ <評定に至った理由>

ついては、駐留軍 策については、 データベース構築 した上で４６項目の活 健康診断結果のデー 保健衛生に関するニーズの多様化・

等労働者の要望を 次の事項につい の実施状況 用データを決定し、国 タベース構築及び支部 高度化を背景として、国・機構におい

踏まえて実施する て駐留軍等労働 ・支部健康管理室 が行っている定期健康 健康管理室の整備につ て駐留軍等労働者の保健衛生の強化に

等により質の向上 者の要望を踏ま の整備状況 診断及び機構が行って いて計画的に実施した。 努めているところ、駐留軍等労働者の

に努めること。 えて実施する等 いる成人病予防健康診 有所見率の低減等を図るため、健康診

により質の向上 <評価の視点> 断の健診データの全て 断結果のデータベースの構築を進める

に努める。 ・健康診断結果の を電子データにより医 こととし、データの蓄積及び検索画面

・駐留軍等労働 データベース構築 療機関から提供を受け、 レイアウト等の調整を行った。

者の健康の保持 が着実に進められ 平成２５年度及び平成 また、支部健康管理室は、計画的に

増進を図るため たかどうか ２６年度に係る健康診 整備され、予定どおりに健康相談業務

の保健指導等を ・支部健康管理室 断結果のデータベース 等を開始している。

有効に実施する の整備が着実に進 を構築した。 以上のことを踏まえ、当該目標の水

ための健康情報 められたかどうか また、システム再構 準を満たしていると評価できることか

や環境の整備 築契約業者と画面レイ らＢ評定としたもの。

アウトなどに係る調整

等を行い、来所した従

業員に健康診断結果や
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保健指導結果の履歴を

示しながら保健指導等

を行うための環境整備

を実施した。

国と連携し、関係規

定を整備の上、三沢支

部、佐世保支部及び岩

国支部に健康管理室を

設置した。

報告書Ｐ３９

４．その他参考情報

なし
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１．事務及び事業に関する基本情報

２－２－２ 駐留軍等労働者の福利厚生施策（アスベストに係る労働者災害補償制度等の周知）

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行 行政事業レビュー番号：23年度-0340、24年

政事業レビュー 度-0487、25年度-0389、26年度-0251

２ ．主要な経年データ

評価対象となる指標 達成目標 基準値 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 （参考情報）

当該年度までの累積値等、

必要な情報

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、自己評価及び主務大臣による評価

中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価

駐留軍等労働 駐留軍等労働 <主な指標> <主要な業務実績> <自己評価> 評定 Ｂ

者の福利厚生施 者の福利厚生施 労働者災害補償 周知対象者である元 評定：Ｂ <評定に至った理由>

策については、 策については、 制度等の周知事業 駐留軍等労働者等に対 住所が確認された元 国が住所を確認した、全ての退職した

駐留軍等労働者 次の事項につい の実施状況 して、平成２３年度は 駐留軍等労働者等に対 駐留軍等労働者等に対してパンフレット

の要望を踏まえ て駐留軍等労働 １９０７人、平成２４ し、滞りなく、労災補 の送付がなされており、当該目標の水準

て実施する等に 者の要望を踏ま <評価の視点> 年度は９５７０人、平 償制度等のパンフレッ を満たしていると評価できることからＢ

より質の向上に えて実施する等 労働者災害補償 成２５年度は２３６人、 トを発送することによ 評定としたもの。

努めること。 により質の向上 制度等の周知事業 平成２６年度は２５３ り周知した。

に努める。 が適切に実施され 人に労災補償制度等の （参考）

・駐留軍等労働 たかどうか パンフレットを送付し アスベストに係る労働者災害補償制度

者等に対するア た。 等の周知事業は、厚生労働省から防衛庁

スベストに係る 報告書Ｐ４２ （当時）に対し、アスベスト取扱作業等

労働者災害補償 に従事していた退職者へ労災補償制度等

制度等の周知 に関する周知等を行うよう依頼があった

ことから、国と連携を図り、退職した駐

留軍等労働者（遺族）に対して行ってい

るものであり、対象者の住所確認のため

の公用請求及び対象者の振り分け（生存

者、死亡者、不明者）については国で行
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い、住所が確認された生存者及び死亡者

（遺族）に対する周知については機構で

行っている。

４．その他参考情報

なし
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１．事務及び事業に関する基本情報

２－２－３ 駐留軍等労働者の福利厚生施策（駐留軍等労働者への子育て支援）

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行 行政事業レビュー番号：23年度-0340、24年

政事業レビュー 度-0487、25年度-0389、26年度-0251

評価対象となる指標 達成目標 基準値 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 （参考情報）

当該年度までの累積値等、

必要な情報

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、自己評価及び主務大臣による評価

中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価

駐留軍等労働 駐留軍等労働 <主な指標> <主要な業務実績> <自己評価> 評定 Ｂ

者の福利厚生施 者の福利厚生施 子育て支援のた 駐留軍等労働者への 評定：Ｂ <評定に至った理由>

策については、 策については、 めの保育施策の検 ニーズ調査及び外部委 駐留軍等労働者の子 業務実績等報告書及び機構に確認した

駐留軍等労働者 次の事項につい 討・実施状況 託調査により子育て支 育て支援のための保育 ところによれば、以下のとおりである。

の要望を踏まえ て駐留軍等労働 援のための保育施策の 施策の検討にあたって 過去に行ったニーズ調査の結果、駐留

て実施する等に 者の要望を踏ま <評価の視点> 検討を行った。 は、より有効的なもの 軍等労働者からの保育施設の設置要望が

より質の向上に えて実施する等 子育て支援のた ベビーシッター育児 とするため、駐留軍等 多かった。平成２４年度の外部委託調査

努めること。 により質の向上 めの保育施策につ 支援事業の実施及びリ 労働者へのニーズ調査、 の結果、保育施設の設置は、経費負担や

に努める。 いて検討が進めら ーフレット「機構から 外部委託による調査検 将来の経営見通し、既存施設の存在等の

・駐留軍等労働 れたかどうか・実 の子育て支援情報」等 討を行うとともに、実 問題が考えられ、機構としては、近隣の

者への子育て支 施可能な子育て支 の作成・配布を行った。 施にあたっては、駐留 保育施設の運営情報を駐留軍等労働者に

援 援施策を推進した 報告書Ｐ４３ 軍等労働者の利便性を 提供することは実施可能性が高いとされ

かどうか 考慮したものとした。 た。

駐留軍等労働者の子育て支援のための

保育施策について、ニーズ調査や外部委

託調査の結果等を踏まえて検討を行った。

また、機構として実施可能な施策として、

リーフレット「機構からの子育て支援情

報」の作成・配布について、労働組合側

に説明の上実施したほか、労働組合側の

強い要望を踏まえ、ベビーシッター育児
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支援事業を平成２３年８月から導入した。

ベビーシッター育児支援事業について

は平成２６年度限りで廃止することとな

っため、子育て支援のための新たな保育

施策の検討に資するため、アンケート調

査の実施について検討を行い、調査項目

の整理を行った。

以上のとおり、子育て支援施策等の推

進に努めてきたところであり、当該目標

の水準を満たしていると評価できること

からＢ評定としたもの。

４．その他参考情報

なし
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１．事務及び事業に関する基本情報

２－２－４ 駐留軍等労働者の福利厚生施策（退職準備研修の効果的な実施）

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行 行政事業レビュー番号：23年度-0340、24年

政事業レビュー 度-0487、25年度-0389、26年度-0251

２ ．主要な経年データ

評価対象となる指標 達成目標 基準値 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 （参考情報）

当該年度までの累積値等、

必要な情報

受講者に対するアンケ 90%以上 － 97.8% 97.9% 95.9% 96.0%

ート調査結果の満足度

（％）

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、自己評価及び主務大臣による評価

中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価

駐留軍等労働 駐留軍等労働 <主な定量的指標> <主要な業務実績> <自己評価> 評定 Ｂ

者の福利厚生施 者の福利厚生施 ・受講者の満足度 退職準備研修を効果 評定：Ｂ <評定に至った理由>

策については、 策については、 的に実施するため、受 各支部における新た 受講者の満足度は、各年度とも目標で

駐留軍等労働者 次の事項につい ＜その他の指標> 講者の意見を踏まえた な取組や従前から継続 ある９０％を超え、４年間平均で９６．

の要望を踏まえ て駐留軍等労働 ・退職準備研修の 統一プログラムの追加 した取組及び受講者の ９％となり、研修実施に際しては年間の

て実施する等に 者の要望を踏ま 効果的な実施状況 や、各支部での新たな 意見を踏まえた取組を 研修計画を作成し、過去の受講者の研修

より質の向上に えて実施する等 取組、前年度から継続 考慮し、効果的な研修 に対する要望も踏まえた内容により実施

努めること。 により質の向上 <評価の視点> した取組及び受講者の となるよう計画し適正 されたことは、当該目標の水準を満たし

に努める。 ・受講者の満足度 意見を踏まえた取組を に実施した結果、受講 ていると評価できることからＢ評定とし

・駐留軍等労働 ９０％以上を達成 考慮した年間の研修計 者に対するアンケート たもの。

者を対象とした したかどうか 画を作成し適正に実施 調査結果において、本

退職準備研修の ・駐留軍等労働者 した。 中期目標の期間（平成

効果的な実施。 の要望を踏まえる 受講者に対するアン ２３年度から平成２６

その際、受講者 等により退職準備 ケート調査結果におい 年度までの４年間）に

の満足度が９０ 研修が効果的に実 て、本中期目標期間（平 おける各年度とも９０

％以上となるよ 施されたかどうか 成２３年度から平成２ ％以上の満足度を得た。

う努める。 ６年度までの４年間）
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における各年度とも９

０％以上の満足度を得

た。

報告書Ｐ４６

４．その他参考情報

なし
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１．事務及び事業に関する基本情報

２－２－５（１） 駐留軍等労働者の福利厚生施策（駐留軍等労働者のメンタルヘルス対策）

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行 行政事業レビュー番号：23年度-0340、24年

政事業レビュー 度-0487、25年度-0389、26年度-0251

２ ．主要な経年データ

評価対象となる指標 達成目標 基準値 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 （参考情報）

当該年度までの累積値等、

必要な情報

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、自己評価及び主務大臣による評価

中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価

駐留軍等労働 駐留軍等労働 <主な指標> <主要な業務実績> <自己評価> 評定 Ｂ

者の福利厚生施 者の福利厚生施 メンタルヘルス 心の健康に係る相談 評定：Ｂ <評定に至った理由>

策については、 策については、 対策への取組の国 業務を実施し、受付時 心の健康相談及びメ 業務実績では、心の健康に係る相談業

駐留軍等労働者 次の事項につい と連携した推進状 間を２４時間化するな ンタルヘルス小冊子の 務の電話受付時間を２４時間化した理由

の要望を踏まえ て駐留軍等労働 況 ど利便性の向上を図り、 作成・配布等により駐 が明らかでないため、機構に確認したと

て実施する等に 者の要望を踏ま 当該心の健康に係る相 留軍等労働者のメンタ ころ、①電話相談受付時間帯以外にもメ

より質の向上に えて実施する等 <評価の視点> 談業務及び職場生活相 ルヘルス対策への取組 ール等による相談実績があり、②在日米

努めること。 により質の向上 メンタルヘルス 談業務の周知を目的と を国と連携して推進し 陸軍司令部は心の健康相談を高く評価し

に努める。 対策に係る具体的 したポケットカードを た。 ており、その上で深刻な問題発生時の速

・その他福利厚 推進策を行ったか 作成し全駐留軍等労働 やかな対応が重要として電話による２４

生施策の取組の どうか 者に配布した。 時間対応を要請してきており、このほか、

推進 駐留軍等労働者自身 ③自殺防止（夜間の飲酒により突発的に

の心身状態に気付いて 自殺を図ることがある）の観点から２４

もらい、心の健康相談 時間３６５日対応することが適当と考え

につなげていくことを られるところ、既にこれに取り組んでい

狙いとして、国と連携 る防衛省共済組合の「あなたのさぽーと

してメンタルヘルスセ ダイヤル」の例も踏まえ、電話受付時間

ルフチェックシートや を２４時間化したとのことである。

メンタルヘルス小冊子 これにより、相談件数の大幅増加に寄
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を作成し全駐留軍等労 与し、一定の推進があったものと認めら

働者に配布するなど、 れる。

駐留軍等労働者のメン また、駐留軍等労働者自身の心身状態

タルヘルス対策への取 に気付いてもらい、心の健康相談につな

組を国と連携して推進 げていくことを狙いとして、国と連携し

した。 てメンタルヘルスセルフチェックシート

報告書Ｐ４９ やメンタルヘルス小冊子を作成し全駐留

軍等労働者に配布していることなども評

価できる。

以上のことを踏まえ、目標を達成して

いるものとしてＢ評定とする。

４．その他参考情報

なし
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１．事務及び事業に関する基本情報

２－２－５（２） 駐留軍等労働者の福利厚生施策（基地内窓口の設置に係る具体的な方法等の調整及び検討）

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行 行政事業レビュー番号：23年度-0340、24年

政事業レビュー 度-0487、25年度-0389、26年度-0251

評価対象となる指標 達成目標 基準値 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 （参考情報）

当該年度までの累積値等、

必要な情報

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、自己評価及び主務大臣による評価

中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価

駐留軍等労働 駐留軍等労働 <主な指標> <主要な業務実績> <自己評価> 評定 Ｂ

者の福利厚生施 者の福利厚生施 基地内窓口の設 各種申請書類等の受 評定：Ｂ <評定に至った理由>

策については、 策については、 置に係る具体的な け渡しを基地内ででき 基地内窓口の設置に 機構職員が常駐する恒常的な窓口設置

駐留軍等労働者 次の事項につい 方法等の調整及び ないかという駐留軍等 係る調整及び検討につ の検討結果について、機構に確認したと

の要望を踏まえ て駐留軍等労働 検討状況 労働者のニーズを踏ま いて、具体案を策定し、 ころ、①施設の共同使用に係る日米合意

て実施する等に 者の要望を踏ま え、各種申請書の提出 在日米軍担当者と意見 が必要となる場合は手続が非常に煩瑣で

より質の向上に えて実施する等 <評価の視点> が容易となる基地窓口 交換を行っており、着 あり合意までに長期間を要すること②窓

努めること。 により質の向上 基地内窓口の設 の設置について検討す 実に実施した。 口設置に係る建物の新設・改修に要する

に努める。 置に係る具体的な ることとし、各支部か 施設整備費の確保は費用対効果の観点か

・その他福利厚 方法等の調整及び ら既に実施している基 ら困難であること③増員ができない場合

生施策の取組の 検討が促進された 地への定期的な訪問等 は基地内窓口に常時人員を充てることに

推進 かどうか 及び実現可能な対応策 より支部窓口業務に影響が及ぶことが考

を報告させた。 えられたことから、現実的でないと判断

この報告をもとに検 したとのことである。

討した結果、機構職員 このように基地内窓口について検討が

が常駐する恒常的な窓 なされ、臨時の窓口を具体案として、在

口設置は、施設の共同 日米軍司令部担当者との意見交換を行い、

使用に係る日米合意が 調整が開始された。機構によれば、この

必要となる場合があり、 意見交換では、相手方から理解が示され

また、施設整備費の確 たものの、今後、実施に当たっては、各

保や勤務させる職員の 軍司令部や現地米軍の了解を得る必要が
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人員増が見込めないこ あるとのことである。

とから、現実的でない 以上のことを踏まえ、基地内窓口の設

と判断した。 置に係る検討が促進されたと評価できる

このため、臨時的な ことからＢ評定としたもの。

窓口により対応するこ

ととし、機構職員によ

る巡回窓口を具体案と

して、その実現性につ

いて、在日米軍司令部

担当者と意見交換を行

った。

報告書Ｐ５１

４．その他参考情報

なし
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１．事務及び事業に関する基本情報

２－３ 駐留軍等労働者の給与その他の勤務条件等に係る調査及び分析並びに改善案の作成

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行 行政事業レビュー番号：23年度-0340、24年

政事業レビュー 度-0487、25年度-0389、26年度-0251

評価対象となる指標 達成目標 基準値 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 （参考情報）

当該年度までの累積値等、

必要な情報

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、自己評価及び主務大臣による評価

中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価

国の行政施策 国の行政施策 <主な指標> <主要な業務実績> <自己評価> 評定 Ｂ

の企画立案に資 の企画立案に資 必要となる課題 国からの依頼に基づ 評定：Ｂ <主要な業務実績>

するため、駐留 するため、駐留 についての調査及 き、駐留軍等労働者給 国からの依頼どおり 本件調査及び分析並びに改善案の作成

軍等労働者の給 軍等労働者の給 び分析並びに改善 与等実態調査等を行い、 調査を実施し、資料を は、国が行政施策の企画立案を行う上で

与その他の勤務 与その他の勤務 案の作成状況及び 国に資料を提示した。 提示した。 必要となる課題について国から機構に調

条件等に係る調 条件等に係る調 国への提示状況 報告書Ｐ５２ 査等を依頼し、これに基づき機構が調査

査及び分析並び 査及び分析並び 等を行い、国に資料を提示するものであ

に改善案の作成 に改善案の作成 <評価の視点> る。

を行い、国に提 を行い、国に提 ・調査及び分析並 本中期目標期間中に国から依頼のあっ

示すること。 示する。 びに改善案の作成 た調査１８７件（労務管理関連７６件、

・提示が着実に行 給与関連６２件、福利厚生関連４９件）

われたかどうか について、資料提示が行われ、国の行政

施策の企画立案に資していることから、

目標を達成しているものとしてＢ評定と

したもの。

４．その他参考情報

なし
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１．事務及び事業に関する基本情報

３－１ 予算、収支計画及び資金計画

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行 行政事業レビュー番号：23年度-0340、24年

政事業レビュー 度-0487、25年度-0389、26年度-0251

評価対象となる指標 達成目標 基準値 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 （参考情報）

当該年度までの累積値等、

必要な情報

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、自己評価及び主務大臣による評価

中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価

財務内容の改 予算（人件費 <主な指標> <主要な業務実績> <自己評価> 評定 Ｂ

善に関する事項 の 見 積 り を 含 予算、収支計画 財務諸表のとおり執 評定：Ｂ <評定に至った理由>

運営費交付金 む。）、収支計画 及び資金計画の執 行 中期計画予算を作成 中期計画予算の範囲内で業務運営が行

を充当して行う 及び資金計画 行状況 報告書Ｐ５３ し、当該予算の範囲内 われていることは評価できるため、Ｂ評

事業について、 ・中期計画予算 「予算、収支計画及 で計画的に執行した。 定としたもの。

業務運営の効率 （平成２３年度 <評価の視点> び資金計画」

化について定め ～平成２７年度） 中期計画予算の に記載

た事項に配慮し ・収支計画（平 範囲内で計画的に

た予算を定めた 成２３年度～平 執行されたかどう

中期計画（独立 成２７年度） か

行政法人通則法 ・資金計画（平

第３０条第１項 成２３年度～平

の中期計画をい 成２７年度）

う。）を作成し、

当該予算の範囲

で業務運営を行

うこと。

４．その他参考情報

なし
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１．事務及び事業に関する基本情報

３－２ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産の処分に関する計画

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行 行政事業レビュー番号：23年度-0340、24年

政事業レビュー 度-0487、25年度-0389、26年度-0251

評価対象となる指標 達成目標 基準値 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 （参考情報）

当該年度までの累積値等、

必要な情報

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、自己評価及び主務大臣による評価

中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価

旧コザ支部の 平成２３年度 <主な指標> <主要な業務実績> <自己評価> 評定 Ｂ

跡地等 中に旧コザ支部 旧コザ支部の土 平成２３年度に防衛 評定：Ｂ <評定に至った理由>

支部統合に伴 の土地及び建物 地及び建物等の国 大臣の認可を受け、国 旧コザの土地及び建 旧コザ支部の土地及び建物等について、

い廃止した旧コ 等を国庫に納付 庫への納付状況 庫納付を了した。 物等の処分について、 平成２３年度に防衛大臣の認可を受け、

ザ支部の土地等 する。 報告書Ｐ５５ 現物による国庫納付を 国庫納付を了したことからＢ評定とした

については、独 <評価の視点> して関係機関と調整し、 もの。

立行政法人通則 旧コザ支部の土 防衛大臣の認可を受け、

法に則して国庫 地及び建物等につ 国庫納付を了した。

に納付すること。 いて適切に国庫へ

納付されたかどう

か

４．その他参考情報

なし
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１．事務及び事業に関する基本情報

４－１－１ 人事に関する計画（適切な人員配置）

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行 行政事業レビュー番号：23年度-0340、24年

政事業レビュー 度-0487、25年度-0389、26年度-0251

２ ．主要な経年データ

評価対象となる指標 達成目標 基準値 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 （参考情報）

当該年度までの累積値等、

必要な情報

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、自己評価及び主務大臣による評価

中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価

人員削減を行 前中期目標の <主な指標> <主要な業務実績> <自己評価> 評定 Ｂ

うに当たっては、 期間の終期（平 円滑な業務処理 前期中期目標期間の 評定：Ｂ <評定に至った理由>

円滑な業務処理 成２２年度末） に配慮した業務内 期末（平成２２年度末） 前期中期目標期間の 自己評価では、どのような手段をもっ

に配慮した人員 の人員数に対し 容及び業務量に応 の人員数に対して、本 期末（平成２２年度末） て適切な人員配置となるよう努めたのか

の適正な配置に て、本中期目標 じた適切な人員の 中期目標の期間の終期 の人員数に対して、今 が定かでないため、この点を機構に確認

努めること。 の期間の終期（平 配置状況 （平成２７年度末）ま 期中期目標期間の期末 したところ、本部における人員削減（６

成２７年度末） でに１５％（４年間で （平成２７年度末）ま 人減）については、円滑な業務処理に配

までに１５％を <評価の視点> １２％）を目標に１０ でに１５％（４年間で 慮し、類似業務の集約化等により人員削

目標に１０％以 人員削減に当た ％（４年間で８％）以 １２％）を目標に１０ 減を行い、また、支部における人員削減

上の要員縮減を って、円滑な業務 上の要員縮減を実施す ％（４年間で８％）以 （１９人減）については、円滑な業務処

実施するに当た 処理に配慮した業 るに当たっては、円滑 上の要員縮減を実施す 理及び駐留軍等労働者への安定したサー

っては、円滑な 務内容及び業務量 な業務処理に配慮し、 るに当たり、本部にお ビスの提供に配慮し、支部規模に応じた

業務処理に配慮 に応じた適切な人 業務内容及び業務量に いては、業務の集約化 職員一人当たりが管理する駐留軍等労働

し、業務内容及 員の配置が行われ 応じた適切な人員配置 等により人員削減を行 者数、各支部が管轄する米軍施設の特性

び業務量に応じ たかどうか となるよう努めた。 った。また、支部にお 及び支部間のバランスを考慮し、類似業

た適切な人員配 報告書Ｐ５７ いては、支部規模に応 務の集約化等により人員削減を行ったと

置となるよう努 じた職員一人当たりが のことである。

める。 管理する駐留軍等労働 いずれの人員削減後も、本部・支部共

者数、各支部が管轄す に特に問題なく業務運営が行われている
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る米軍施設の特性及び ことを機構から確認しており、上記人員

支部間のバランスを考 削減による人員配置は適切であったと認

慮し、円滑な業務処理 められる。

に配慮し、駐留軍等労 以上のことを踏まえ、目標を達成して

働者に対するサービス いるものとしてＢ評定としたもの。

の低下を招くことがな

いよう業務内容及び業

務量に応じた適切な人

員配置を図った。

４．その他参考情報

なし
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１．事務及び事業に関する基本情報

４－１－２ 人事に関する計画（研修計画）

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行 行政事業レビュー番号：23年度-0340、24年

政事業レビュー 度-0487、25年度-0389、26年度-0251

２ ．主要な経年データ

評価対象となる指標 達成目標 基準値 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 （参考情報）

当該年度までの累積値等、

必要な情報

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、自己評価及び主務大臣による評価

中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価

職員養成研修 職員の資質の <主な指標> <主要な業務実績> <自己評価> 評定 Ｂ

等の着実な実施 向上等に資する 職員養成研修、 職員の資質の向上、 評定：Ｂ <評定に至った理由>

を図ること。 ため、職員養成 実務研修等の年間 円滑な業務運営及び更 職員の資質の向上、 法人内部で実施する教育の充実や他省

研修、実務研修 の研修計画の作成 なるサービスの向上に 円滑な業務運営及び更 庁の研修への参加など幅の広い計画とし、

等の年間計画を 及び実施状況 資することを目的とし なるサービスの向上に また、アンケート結果を検証し、研修カ

作成し、着実に て、研修計画の作成や、 資することを目的とし リキュラムの見直し（機構に確認したと

実施する。 <評価の視点> 過去のアンケート調査 て、研修計画の作成や、 ころ、例えば、課題研究発表を１日から

研修計画を作成 結果等を踏まえた研修 過去のアンケート調査 ２日に分けて実施したり、在日米軍司令

し、研修の効果的 カリキュラムの見直し 結果等を踏まえた研修 部担当者による講義を追加する等）を実

な実施が図られる を行うことより、研修 カリキュラムの見直し 施していることは評価できる。

よう具体的措置が の効果的な実施を図っ を行うことより、研修 以上のことを踏まえ、目標を達成して

とられたかどうか た。 の効果的な実施を図っ いるものとしてＢ評定としたもの。

報告書Ｐ５８ た。

４．その他参考情報

なし
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１．事務及び事業に関する基本情報

４－２ ほう賞事業の見直し

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行 行政事業レビュー番号：23年度-0340、24年

政事業レビュー 度-0487、25年度-0389、26年度-0251

２ ．主要な経年データ

評価対象となる指標 達成目標 基準値 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 （参考情報）

当該年度までの累積値等、

必要な情報

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、自己評価及び主務大臣による評価

中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価

駐留軍等労働 駐留軍等労働 <主な指標> <主要な業務実績> <自己評価> 評定 Ｂ

者に対するほう 者に対するほう 国と連携したほ 駐留軍等労働者に対 評定：Ｂ <評定に至った理由>

賞事業について、 賞事業の見直し う賞事業の在り方 するほう賞の支給実態 ほう賞事業の在り方 駐留軍等労働者に対するほう賞事業の

国民への説明責 に関する国と在 の見直しの検討状 及び民間企業における の見直しについて検討 見直しに関する国と在日米軍等との協議

任を果たす観点 日米軍等との協 況及び改善案の作 ほう賞事業の実態を調 し、改善案を作成し国 に資するよう、駐留軍等労働者に対する

から、ほう賞制 議に資するよう、 成状況 査するとともに、国と に提案した。 ほう賞の支給実態のほか、民間企業にお

度の本来の在り 平成２３年度中 連携して、ほう賞事業 けるほう賞事業の実態を調査し、類似表

方に着目しつつ に国と連携して <評価の視点> の在り方の見直しにつ 彰制度が設けられているか調査した。

行われる国と在 同事業の在り方 国と連携したほ いて検討し、改善案を また、これら調査結果を踏まえ、ほう

日米軍等との見 の見直しを検討 う賞事業の在り方 作成した。 賞の在り方について定義した上で、防衛

直し協議に資す し、改善案を作 の見直しの検討・ 報告書Ｐ６１ 省に対し改善案を提示した。

るよう、その在 成する。 改善案の作成が適 自己評価において改善案の内容が明ら

り方を積極的に 検討に当たっ 切に行われたかど かでないことから、これを補足すると、

見直しこと。 ては、国民への うか ①「考案奨励ほう賞」について引き続き

説明責任を果た 現在の制度を存続する。②「優秀成績ほ

す観点から、特 う賞」について廃止はやむを得ないがそ

に優れた考案及 れに代わる制度の用意が重要である。③

び優秀な勤務成 「特別行為ほう賞」について真に必要な

績を奨励し、そ 者に対してのみ授与されるよう見直す。
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の業績を認め、 といった内容となっており、現在、これ

これに報いると を踏まえて米側と協議中である。

いうほう賞制度 以上のことを踏まえ、目標を達成して

の本来の在り方 いるものとしてＢ評定としたもの。

に着目しつつ、

実施する。

４．その他参考情報

なし
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１．事務及び事業に関する基本情報

４－３ 保有資産の見直し

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行 行政事業レビュー番号：23年度-0340、24年

政事業レビュー 度-0487、25年度-0389、26年度-0251

２ ．主要な経年データ

評価対象となる指標 達成目標 基準値 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 （参考情報）

当該年度までの累積値等、

必要な情報

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、自己評価及び主務大臣による評価

中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価

⑴旧コザ支部の ⑴支部・分室の <主な指標> <主な業務実績> <自己評価> 評定 Ｂ

跡地等 見直し 支部・分室の見 平成２３年度、エル 評定：Ｂ <評定に至った理由>

支部統合に伴 保有資産の有 直しについての検 モにおける保有資産の 平成２６年の評価委 平成２６年度において、平成２３年度

い廃止した旧コ 効活用等の観点 討・実施状況及び 有効活用の観点から、 員会における評価結果 に実施した保有資産の見直しに係る調査

ザ支部の土地等 から、機構の７ その他保有資産の 専門的知見を有する民 を踏まえ、平成２３年 ・分析に関し、平成２５年度業務実績評

については、独 支部・１分室に 見直しの実施状況 間業者に調査・分析を 度の３つの観点から実 価における指摘に対する結論を得ており、

立行法人通則法 ついて、職員数 委託し、機構各支部・ 施した調査事項につい 中期目標に向けた進展と判断できる。

に則して国庫に に比して施設規 <評価の視点> 分室について①職員に て検証を行い、平成２ また、検証の結果、現状維持としてい

納付すること。 模が過大ではな 支部・分室の見 比して施設規模が過大 ３年時の結論と同様と るが、必要性や地価動向に関する分析が

⑵支部・分室の いか、土地・建 直しについての検 であるか、②土地・建 なったことから、現状 なされていることは評価できる。

見直し 物の売却等を行 討・実施及びその 物の売却等を行い、賃 のまま保有・賃借を継 以上のことを踏まえ、目標を達成して

保有資産の有 い、賃貸ビルへ 他保有資産の見直 貸ビルへの入居による 続することとした。 いるものとしてＢ評定としたもの。

効活用の観点か の入居による経 しが適切に行われ 経費の抑制を図ること

ら、各支部・分 費の抑制を図る たかどうか ができないか、また、 <課題と対応>

室について、職 ことができない ③近傍に所在する地方 平成２６年の評価委

員数に比して施 か、近傍に所在 防衛事務所等の庁舎に 員会において、土地・

設規模が過大で する地方防衛事 入居できないかについ 建物の売却等を行い、

ないか、土地・ 務所の庁舎に入 て調査・分析を行った。 賃貸ビルへの入居によ

建物の売却等を 居できないかな 調査の結果は、①職 る経費の抑制を図るこ
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行い、賃貸ビル どを平成２３年 員に比して施設規模は との可否及び近傍に所

への入居による 度中に検討し、 過大ではないかについ 在する防衛事務所等の

経費の抑制を図 結論を得る。そ ては、 庁舎に入居することの

ることができな の結果を踏まえ、 (1) 三沢支部、座間支 可否について検証され

いか、近傍に所 所要の措置を講 部、岩国支部、呉分室、 ていなかったとの指摘

在する地方防衛 ずる。 佐世保支部においては、 を踏まえ、改めて検証

事務所の庁舎に なお、検討に 新営一般庁舎面積算定 を行ったところ、現状

入居できないか 当たっては、調 基準（官庁営繕関係基 のまま、保有を継続す

などを早期に検 査及び分析を外 準類等の統一化に関す ることが妥当であると

討し、結論を得 部に委託して実 る関係省庁連絡会議（平 した平成２３年時の結

て、所要の措置 施するなど民間 成15年3月20日決定）） 論と同様であったこと

を講ずること。 の専門的知見を と比較して余剰面積は から、機構が保有又は

⑶その他 十分に活用する。 なく、現行面積は妥当。 賃借する支部・分室の

保有資産につ ⑵その他 （ 2）横田支部、横須 資産の見直しについて、

いては、⑴及び 保有資産につ 賀支部、沖縄支部にお 現状のまま保有・継続

⑵に掲げるもの いては、⑴に掲 いては余剰面積が発生 することとした。

のほか、経済合 げるもののほか、 しているが、来庁者の

理性等の観点に 経済合理性等の 待合スペースやカウン

沿って、その保 観点に沿って、 ターが専有部分に含ま

有の必要性につ その保有の必要 れていること等を勘案

いて不断に見直 性について不断 すると施設規模は過大

しを行い、支障 に見直しを行い、 ではない。

のない限り、国 支障のない限り、 ②土地・建物の売却等

への返納等を行 国への返納等を を行い、賃貸ビルへの

うこと。 行う。 入居による経費の抑制

を図ることの可否につ

いては、(1)三沢支部、

座間支部、岩国支部、

佐世保支部においては、

売却による収入や削減

される将来の修繕・維

持管理費よりも、今後

見込まれる賃料等の費

用が高額であり、現況

のまま保有を継続する

ことが妥当。 (2)横田



- 44 -

支部、横須賀支部、呉

分室、沖縄支部におい

ては、現行賃料も概ね

市場水準であり、借換

えコストが多額になる

ことから、移転による

経費の抑制を図ること

ができない。

③近傍に所在する地方

防衛事務所等の庁舎に

入居することの可否に

ついては、各地方防衛

事務所等に移転できる

余剰スペースはなく、

入居することはできな

い。

以上の調査結果とな

った。

２４年度以降におい

ても、職員数に対して

施設の規模が過大では

ないかについて検証し

たところ、平成２３年

度と比較した結果、大

きな変動がなかったこ

とから、支部・分室の

資産の妥当性・必要性

については特段の変更

がないとし、現状のま

ま保有・賃借を継続す

ることとした。

報告書Ｐ６２

４．その他参考情報

なし
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１．事務及び事業に関する基本情報

４－４ 給与水準の適正化等

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行 行政事業レビュー番号：23年度-0340、24年

政事業レビュー 度-0487、25年度-0389、26年度-0251

２ ．主要な経年データ

評価対象となる指標 達成目標 基準値 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 （参考情報）

当該年度までの累積値等、

必要な情報

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、自己評価及び主務大臣による評価

中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価

国家公務員の 国家公務員の <主な指標> <主要な業務実績> <自己評価> 評定 Ｂ

給与水準も十分 給与水準も十分 役職員給与の在 「独立行政法人の事 評定：Ｂ <評定に至った理由>

考慮し、手当を 考慮し、手当を り方の検証状況及 務・事業の見直しの基 給与水準の適正化等 機構が役職員給与の在り方について検

含め役職員給与 含め役職員給与 び適正化の取組状 本方針」（平成２２年 については、国家公務 証した結果、機構は役職員が国家公務員

の在り方を厳し の在り方を厳し 況並びにこれらの １２月７日閣議決定） 員の給与水準を考慮し の身分を有する行政執行法人（平成２６

く検証した上で、 く検証した上で、 公表状況 において、法人の給与 て適正な見直しを実施 年度までは、特定独立行政法人）として、

目標水準等を設 目標水準等を設 水準は国家公務員と同 するとともに、その検 駐留軍等労働者の労務管理等事務を執行

定してその適正 定してその適正 <評価の視点> 様のものとなるよう努 証結果及び取組状況を しており、①役員報酬については、その

化に計画的に取 化に取り組むと 政府決定に基づ めることとされており、 公表した。 職責に相当すると考えられる国家公務員

り組むとともに、 ともに、その検 き、役職員給与の 各年度において給与水 の給与に準拠して決定する。②職員給与

その検証結果や 証結果や取組状 在り方について、 準の検証を実施した。 については、一般職給与法に準拠し国家

取組状況を公表 況を公表する。 検証・適正化への 「公務員の給与改定 公務員の給与水準と同等になるように努

すること。 また、総人件 取組・公表が適切 に関する取扱いについ める。という役職員給与の水準設定の考

また、総人件 費についても、 に行われたかどう て」（平成２２年１１ え方は妥当と認められるとしており、防

費についても、 政府における総 か 月１日閣議決定）にお 衛省としても妥当と考えている。

政府における総 人件費削減の取 いて、独立行政法人は、 また、機構は、人事院勧告に基づく国

人件費削減の取 組を踏まえ、厳 役職員の給与等の水準 家公務員の給与制度の改正を十分考慮し、

組を踏まえ、厳 しく見直す。 を毎年度公表すること 毎年度、国家公務員の給与の改定を踏ま

しく見直すこと。 とされており、中期目 えて俸給月額等の見直しを行い、役職員
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標期間である平成２３ 給与の適正化に取り組んだ。

年度から平成２６年度 役職員給与の水準については、毎年度、

の間、ホームページ及 ホームページ等で公表した。

び広報誌「ＬＭＯ」に 以上のことを踏まえ、目標を達成して

より公表した。 いるものとしてＢ評定としたもの。

当機構の給与等の支

給基準の制定・改定に

当たっては、民間企業

における給与水準を調

査・分析して作成され

た人事院勧告及び国家

公務員の給与制度を十

分考慮し実施した。

報告書Ｐ６５

４．その他参考情報

なし
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１．事務及び事業に関する基本情報

４－５ 内部統制の充実・強化

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行 行政事業レビュー番号：23年度-0340、24年

政事業レビュー 度-0487、25年度-0389、26年度-0251

２ ．主要な経年データ

評価対象となる指標 達成目標 基準値 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 （参考情報）

当該年度までの累積値等、

必要な情報

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、自己評価及び主務大臣による評価

中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価

内部統制につ 内部統制につ <主な指標> <主要な業務実績> <自己評価> 評定 Ｂ

いては、更に充 いては、更に充 内部統制事項の 内部統制委員会にお 評定：Ｂ <主要な業務実績>

実・強化を図る 実・強化を図る。 適正な運用状況及 ける検討を経て制定さ 内部統制委員会にお 内部統制委員会における検討を経て制

こと。 び必要に応じた見 れた機構における内部 ける検討を経て制定さ 定された内部統制要領を平成２３年１０

直しの実施状況 統制要領を平成２３年 れた機構における内部 月から運用し、平成２４年度以降毎年内

１０月から運用し、平 統制要領を平成２３年 部統制委員会を開催し、内部統制事項の

<評価の視点> 成２４年度以降毎年内 １０月から運用し、平 実施状況についての報告・審議を行った。

内部統制につい 部統制委員会を開催し、 成２４年度以降毎年内 平成２４年度内部統制委員会において

て、適正な運用が 内部統制事項の実施状 部統制委員会を開催し、 は、内部統制要領が良好に運用されてい

行われるとともに、 況について、本部及び 内部統制事項の実施状 る状況が報告され、また、支部長に関し

更なる充実・強化 支部から報告がなされ、 況について、本部及び マネジメント発揮のための統制環境の整

が図られたかどう 審議を行った。 支部から報告を受け、 備を内部統制事項として追加する等のた

か なお、平成２４年度 審議を行った。 め内部統制要領の見直しを行った。

内部統制委員会におい なお、平成２４年度 平成２５年度においては、各支部で巡

ては、内部統制要領が には、内部統制要領を 回講習を行い、内部統制の更なる充実・

良好に運用されている 見直し、平成２５年度 強化を図った。

状況が報告されるとと は、各支部で巡回講習 平成２６年度においては、リスクの再

もに、新たな指摘や提 を行い、内部統制の更 点検（リスクの網羅的洗い出し及び洗い

案がなされたことから、 なる充実・強化を図っ 出したリスクの重要性の評価）に取り組
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同要領の見直しを行っ た。平成２６年度には み、役職員のリスク管理意識を高めた。

た。平成２５年度は、 リスクの網羅的洗い出 以上のことを踏まえ、目標を達成して

各支部で巡回講習を行 しと洗い出したリスク いるものとしてＢ評定としたもの。

い、内部統制のさらな の評価を行うことによ

る充実・強化を図った。 り、リスクの再点検を

また、平成２６年度に 実施した。

はリスクの網羅的洗い

出しと洗い出したリス

クの評価を行うという、

リスクの再点検を実施

した。

報告書Ｐ６９

４．その他参考情報

なし


